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この印刷物は、有害廃液を排出しない「水なし印刷」方式を採用しています。またインキには、VOC
（揮発性有機化合物）成分フリーのインキを使用し、適切に管理された森林からの原料を含むFSC認
証紙を使用しています。
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レポート発行の目的
　YOKOGAWAでは、コーポレート・コミュニケーション活動の

重要なツールとして1999年から「環境報告書」、2004年からは

「環境経営報告書」、2006年には、より社会性を充実させた

「社会・環境報告書」を発行してきました。

　2007年4月にCSR推進室が発足したことを機に「社会・環境

報告書」を「CSRレポート」と改め、発行することとしました。

ステークホルダーの皆様にYOKOGAWAのCSR活動を分かり

やすくお伝えできればと考えております。

　多くのステークホルダーの皆様との連携の強化に留意し、

YOKOGAWAにおける環境への取り組みをはじめ、さまざまな

ステークホルダーの皆様とのかかわりを分かりやすくご理解

いただけるような編集を心がけました。

対象期間
2006年4月1日～2007年3月31日
※最近の活動を示すことが適当である場合は、この期間以外のものも報告しています。

発行日
2007年9月（次回は2008年9月予定）

社名表記について
　本レポートの文中では、YOKOGAWAグループを「YOKOGAWA」、

横河電機株式会社を「横河電機」、横河マニュファクチャリング

株式会社を「横河マニュファクチャリング」と記載しています。

また、横河電機のISO14001の認証取得範囲内を指す場合は

「横河電機本社・工場」と記載しています。

参照ガイドライン
「環境報告書ガイドライン（2003年度版）」（環境省）

「環境会計ガイドライン（2005年版）」（環境省）

「サステナビリティ・レポーティング・ガイドライン2006」（Global 

Reporting Initiative）

 1  はじめに／企業データ

 2  企業概要

 4  コーポレートガバナンス

 5  コンプライアンス

 6  社長インタビュー

特集

 8 沖縄県立北部病院のESCO事業提案で
  最優秀提案者に選定されました。
10  「心」「知」「身」の3テーマで
  社会貢献活動を展開しています。

環境経営

12  環境マネジメント活動

14  環境負荷の全体像

15  環境会計

16  目標と実績

環境製品・ソリューション

18  環境調和型製品の開発

20  環境ソリューション

環境パフォーマンス改善活動

22  グリーン調達・グリーン購入

23 グリーン生産ライン

24  地球温暖化防止

25  大気・水質・土壌の保全

26  化学物質管理と削減

27  ゼロエミッション

お客様とのかかわり

28  品質保証体制

社員とのかかわり

29  安全衛生管理

30  働きやすい職場づくり

31  人材育成・活用

社会とのかかわり

32  地域交流

CSRコミュニケーション

36  コミュニケーション活動

37  環境経営のあゆみ／編集後記

日 本
横河電機(株)
横河マニュファクチャリング(株)
横河フィールドエンジニアリングサービス(株)
横河商事(株)
横河電子機器(株)
盛岡特機(株)
横河情報システムズ(株)
(株)ワイ・ディ・シー
横河制御エンジニアリング(株)
横河ヒューマン・クリエイト(株)
横河ディジタルコンピュータ(株)
国際チャート(株)
日本システム技術(株)
横河メータ&インスツルメンツ(株)
横河電陽(株)
横河パイオニックス(株)
(株)横河サーテック
(株)オメガシミュレーション

欧 州
Yokogawa Europe B.V.
Rota Yokogawa GmbH & Co.KG
Yokogawa Marex Limited
Yokogawa Electric CIS Ltd.

中 東
Yokogawa Middle East B.S.C.(c)

アジ ア
Yokogawa Engineering Asia Pte. Ltd.
Yokogawa Electric Asia Pte. Ltd.
P.T. Yokogawa Manufacturing Batam
Yokogawa Electric Korea Co.,Ltd.
Yokogawa Measuring Instruments Korea Corp.
Yokogawa Electronics Manufacturing Korea Co., Ltd.
Yokogawa Taiwan Corp.
Yokogawa India Ltd.

オ セ ア ニ ア
Yokogawa Australia Pty. Ltd.

北 米
Yokogawa Corporation of America

中 国
横河電機(中国)商貿有限公司
横河電機(蘇州)有限公司
横河西儀有限公司
蘇州横河電表有限公司
上海横河電機有限公司
上海横河石化自控有限公司
重慶横河川儀有限公司
上海横河国際貿易有限公司

南 米
Yokogawa America do Sul Ltda.

商　　号： 横河電機株式会社
英文社名： Yokogawa Electric Corporation
代表取締役社長：海堀 周造（2007年4月1日就任）
創　　立： 1915年9月1日
設　　立： 1920年12月1日
資 本 金： 43,401,056,425円
売 上 高： 4,334億円（連結）
営業利益： 293億円（連結）
従業員数： 19,286名（連結）
  5,102名（個別）

企業データ（2007年3月末現在）
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C O N T E N T S

は じ め に

対象範囲
　本レポートは、YOKOGAWA全体を対象とし、環境に関する

データについては下記42社を集計対象範囲としています。

また、環境会計など個別の対象範囲を定義しているものに

ついては、各記載場所に別途明記しています。
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新事業その他

制御事業

YOKOGAWAは、1915年の創立以来90年にわたって、計測、制御、情報を技術ドメインとして、事業を展開してきました。
さまざまな生産現場や暮らしに欠くことのできないライフラインなどに導入され、産業の発展や人々の豊かな暮らしに貢献しています。

YOKOGAWAは
計測と制御と情報をテーマに
より豊かな人間社会の実現に貢献する

YOKOGAWA人は
良き市民であり
勇気をもった開拓者であれ

企業理念

　YOKOGAWAは、プラントの生産設備の制御・運転監視

を行う分散形生産制御システムを世界に先駆けて開発。

製品の高い信頼性と優れたプロジェクト遂行能力によって

お客様の高い評価を得、制御分野のリーディングカンパニー

として、石油・石油化学・鉄鋼・紙パルプ・薬品・食品・電力

などあらゆる産業の発展を支えています。分散形制御

システムのほか、差圧・圧力伝送器、流量計、分析計など

も提供しています。

　電圧、電流、電力、光パワー、波長などさまざまな物理量

を目に見える情報に交換し、解析する計測機器の提供を

通じて、産業界に貢献しています。電気・電子機器の開発

や生産、また通信インフラの敷設・保守に欠かせない電子

計測器のビジネスでは、国内トップメーカとして幅広い製品

群を揃えています。また、半導体テスタのビジネスでは、

各種ICに対応した高性能かつ高機能のテスタや、ハンドラ

をラインアップし、最適なソリューションを提供しています。

計測機器事業

　YOKOGAWAは、計測・制御・情報の分野で培った技術

を活用し、多数の応用技術や応用製品を生み出してきま

した。超高速・大容量の通信を可能にする光通信関連機器、

フラットパネルディスプレイや半導体製造装置向けのXY

ステージ、バイオテクノロジー分野で注目される共焦点

スキャナ、航空機・船舶用の各種計器など、先端技術の粋を

集めた製品群で顧客の幅広いニーズに応えています。

お客様の最適ソリューションを支えるために
計測、制御、情報の3つの事業分野で最高の技術を提供

YOKOGAWAが広く産業界に提案するビジネスコンセプト、

それがEnterprise Technology Solutions（ETS）です。

YOKOGAWAは、ETSを実践するグローバルな

サービスカンパニーを目指してまいります。

■お客様の企業経営に最大の貢献をすることを
目的として常にお客様の視点に立って

■最新・最高の技術で

■お客様の期待と要求に応える最適な
　ソリューションを提供します

YOKOGAWAグループは、

産業、社会システム分野において、

お客様と共に価値を創造し、

21世紀の地球環境保全や

資源循環型社会を始めとする、

豊かな人間社会の実現に貢献する

長期経営構想
「VISION-21 & ACTION-21」抜粋YOKOGAWAのビジネスコンセプト

企業概要
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■ コーポレートガバナンスの体制

株 　 主 　 総 　 会

選任・解任

指示・命令・監督

監査／監督

連携・報告

取 締 役 会

社 　 　 長

意思決定

業
務
の
適
正
を
確
保
す
る
た
め
の
体
制

品　　質

環　　境

安全・衛生管理

情報セキュリティ

輸出管理

財務報告

企業倫理

危機管理

監査役監査の環境整備

各 事 業 部 ・ 関 連 会 社

経 営 会 議

執 行 役 員

内 部 監 査 部 署

監 査 役 会 会 計 監 査 人

本 社 関 連 部 署

ことを確保するために、内部統制システムの構築・運用を
展開しています。
　具体的には、企業倫理に関する規程を整備し、代表 

取締役社長が企業倫理の精神を繰り返し伝えるとともに、 
コンプライアンス推進部署の活動を通して、コンプライアンス 

に関する企業姿勢の徹底・浸透を図っています。また、 
「品質」「環境」「輸出管理」など、10のカテゴリーごとに責任 

部署を定め、グループとしてのリスク統制活動を展開して 

います。さらに、内部統制システムが有効に機能している 

かについて、監査部署が客観的な立場で実施する内部 

監査を通して点検しています。

ガバナンス体制

　株主から委託された経営を実現する取締役会において
は、YOKOGAWAの事業に精通した取締役と独立性の 

高い社外取締役による審議を通して、意思決定の迅速性と 

透明性を図っています。また、社外監査役が監査役会の 

過半数を占める監査役による監査を通して、取締役の 

業務の適法性などを厳正に監視し、経営に対する監査機能 

の充実を図っています。
　また、日常の業務執行活動が、経営方針・経営計画 

および法令などに沿って、適正かつ効率的に実施される 

「健全で利益ある経営」の実現を支え
ステークホルダーからの信頼に応える
YOKOGAWAは、健全で持続的な成長を確保し、株主をはじめとするステークホルダーからの社会的信頼に応えていくことが企業 
経営の基本的使命であると位置づけ、「健全で利益ある経営」を実現するための重要施策として、コーポレートガバナンスの充実に 
取り組んでいます。

一人ひとりが“お天道様に恥じない行動”を

　2007年1月、社長直轄の組織として企業倫理本部が発足 

しました。グループ・グローバルに倫理・コンプライアンス 

を浸透し、より一層コンプライアンス経営を強化・徹底 

していくことを目的とする組織です。
　「企業倫理本部」では、不正や不祥事の発生を完全に 

防ぐためには、YOKOGAWAの掲げる“高い倫理観”を社員
全員が意識することが重要と考え、グループ全体にこの
企業風土を深く根づかせるための取り組みを展開していま
す。そのために、「YOKOGAWAグループ企業行動規範」
をはじめ諸規程やマニュアル類の整備、違反者への懲戒、
再発防止策などのルールを適正化し、徹底するための 

『させない仕組み』と、教育と研修を適宜実施し、コミュニ 

ケーションの活性化で『しない風土』を構築することで、 
コンプライアンス遵守の企業体制を確立します。

企業倫理本部が発足。コンプライアンスの
仕組み、風土、社員マインドを強化
不正や不祥事の発生を防ぐためには、高い倫理観を持つYOKOGAWAの企業風土を社員全員が意識化することが重要です。
このような考えのもと、企業倫理の徹底を図るべく設立した企業倫理本部。不正をしない風土と不正をさせない仕組みの構築による
コンプライアンス経営を強力に推進します。

企業倫理相談窓口について

　コンプライアンス違反行為、またはそれに該当する恐れ
があると思われる行為を認識した場合には、通報・相談窓口
として「社内相談窓口（ビジネス・エシックス・ライン）」と「社外
相談窓口（コンプライアンス・ホットライン）」の2つの窓口 

から対応できます。また、通報・相談の定着度をモニタ 

リングしています。

エシックスカードの表裏

●マネジャーとしての役割を認識するために必要な「倫理
講話」をプログラムに組み込んだ「新任マネジャー研修」
の実施。
●ライン長・マネジャーを対象に対話集会形式の「企業 

倫理研修会」を実施。
●海外赴任者には、YOKOGAWAの社員として常に安全
確保に細心の注意を払い、責任ある行動をとるようにと
「赴任教育」を実施。
●全社員を対象に法令や社会規範、社内ルールなどを 

理解するためのeラーニングによる「コンプライアンス 

学習」の実施。
●海外の拠点長を対象に「ビジネス・コンプライアンスに
ついて」のディスカッションの実施。

「しない風土」と「させない仕組み」の構築

不正をしない風土の構築

意識の変革

● 教育と研修
● コミュニケーション
　 の活性化

風通しの良い
職場風土の構築

不正をさせない仕組みの構築

ルールの適正化・徹底

● 規程・マニュアルの
　 整備
● 違反者への懲戒
● 適切な再発防止策

法令・ルール
を遵守した
業務運営の
実践・定着

■ コンプライアンス徹底への取り組み

幅広くコンプライアンス研修・教育を実施

　YOKOGAWAでは2006年度、グループ・グローバル
に企業倫理の浸透と定着化を図る取り組みを行いました。
以下が、2006年度の主な実施事例です。
●社長以下役員を対象に、弁護士によるケース・スタディ
とその解説を取り入れた「役員コンプライアンス研修」を
実施。

対話集会形式の「企業倫理研修会」
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大きな社会的責任を担う
「計測・制御・情報」のコア事業
─YOKOGAWAのCSRに取り組む姿勢はどのように

あるべきとお考えでしょうか。
　YOKOGAWAが提供する製品やサービスは、直接コン
シューマーの手に渡るものではありませんが、計測、制御、
情報をコアに技術開発やものづくり、社会インフラを支えて
います。YOKOGAWAの製品やサービスが「安心な暮し」
「省エネルギー」「環境の改善」に直接つながります。企業 
活動そのものが社会に対する大きな責任を果たすポジション 
にいることを強く認識し、社会的責任への自覚と誇りを 
持って、妥協することなく最高品質の製品・サービスを 
生み出していくことを、社員全員に徹底しています。さらに
“YOKOGAWA人は 良き市民であり 勇気をもった開拓者
であれ”と企業理念にもうたわれているように、社会基盤 
そのものを支える仕事に携わる人間として、職場以外の 
地域社会や家庭でも、環境や社会のことを常に意識して
行動して欲しいと思っています。

コーポレートガバナンスの強化と
コンプライアンスの徹底
─経営姿勢の中にコンプライアンス（法令遵守）重視を

掲げられています。
　企業も社会のルールの中で存在している以上、これを
守らなければ存立基盤を失います。2年前まで社長を務め
ていたYokogawa Corporation of Americaでは「One 

Strike Out」を宣言し、一度でもルールを破ったらそこで 
退場になると、コンプライアンスについて厳しい姿勢を貫いて
いました。現在、「品質」「環境」「輸出管理」など10本の
柱（P.4）を定めて、内部統制システムの構築をグループ・
グローバルで展開し、コーポレートガバナンスを強化して
います。しかし、基本は一人ひとりがルールを守る意識を
持つことです。そのためにそこに立ち返って考える、より 
どころとなる規範を社員に持ってもらうことが必要です。 
それが『YOKOGAWAグループ企業行動規範』です。
　また、一人ひとりがコンプライアンスの基本として常に意識 
している「お天道様に恥じない行動をする」というフレーズも、 
“The sun is watching us”と英訳され、海外関連会社 
でも共有されています。グローバル企業としての
YOKOGAWAのコンプライアンスを徹底させる基準となり、 
CSR活動を推進させる一つのキーワードになるのではないか
と思っています。

会社が個人と社会をつなぐ
橋渡しができる
─ご経験から社会と連携する活動についてのお考えを

お聞かせください。
　Yokogawa Corporation of Americaでは、「マーチ・ 
オブ・ダイムス」の「ウォーク・アメリカ」という活動に参加して
いました。新生児障害の防止などの医療支援やその対策
研究、普及啓発のために、職場や家庭でチームを作って 
寄付金を集め、会社からの寄付を加え、支援するという活動 

です。個人が参加する活動も、会社という組織がサポート 
することで進めやすくなり、無理のない範囲で地域貢献・ 
社会貢献活動に全社員が関わっていくことができます。 
会社が直接果たすべき社会貢献とは別に、会社が個人と
社会をつなぐこともできると学びました。国によって事情が 
異なるところもありますが、各国でもそういう方向性を 
志向していきたいと思っています。

より幅広いコミュニケーションの
実現のために
─CSR活動の体制と今後の計画について教えて 
ください。

　2007年4月、CSRの推進を目的として、CSR推進室
を新設しました。今後は、企業理念をブレークダウンし、
YOKOGAWAのCSR理念を明確にして、CSR活動を推進 
していきます。これまで以上に信頼されるより良い製品・
サービスを社会に提供し、さまざまなステークホルダーとの 
幅広いコミュニケーションを通して企業価値の向上に 
努めていきます。これらを実現するための基盤である社員 
へは、個々の可能性を最大限に引き出す教育を継続的 
に行い、組織の活性化を図ります。このような活動を 
通じて、YOKOGAWAは、経営の透明性を確保し、説明 
責任を果たしながら、健全で利益ある経営（Healthy ＆ 
Profitable Operation）をグループ全体で展開し、さまざまな 
ステークホルダーの期待に応えられる存在になることを 
目指します。

代表取締役社長
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特集 1

Special_Issue
省エネルギービジネスで地球温暖化防止に貢献
　地球温暖化の進行が懸念される中、企業や公共機関は、

その原因となる二酸化炭素（CO2）の排出削減に結びつく

省エネルギー対策に積極的に取り組んでいます。そこで

効果的な省エネルギー導入手法として注目を集めているのが、

ESCO事業です。YOKOGAWAは、日本におけるESCO事業

の草分けとなった企業に出資し、技術と経験を積み重ねて

きました。2006年からはYOKOGAWA独自にこのビジネス

に参入。2006年12月、その第一号として沖縄県立北部病院

へのESCO事業に、最優秀提案者として選ばれました。

　ESCOとはESCO事業者が顧客のビルや工場に省エネ

ルギー性能の高い設備を導入し、そこから得られる光熱費

の削減分から導入費用、顧客の利益を確保するという

ビジネスモデルです。今回の事業ではYOKOGAWAを

代表者とし、地元企業を含む専門性を有する企業7社が

グループを作り、高い省エネ率、CO2削減率を目指します。

監視制御することができます。そのほか、手洗いの自動水栓化

を取り入れるなど、節水と同時に衛生面でも配慮しています。

大きな期待を集めるモデル事業
　入院病棟を持ち救急医療にも対応する総合病院では、

24時間電気を途切れることなく供給することが不可欠

です。緊急時の迅速な対応を可能とするために、地元企業

とともに、日常の維持管理や保守サービス、エネルギー

削減効果の検証サービスも行います。

　工事は2007年秋に開始し、2008年3月に完了させる

スケジュールです。沖縄県立北部病院では設備の老朽化が

進んでおり、良いタイミングでESCO事業導入の対象施設

となりました。ESCOという総合的なサービス方式がエネ

ルギー削減だけでなく、排熱による熱気対策など、室内

環境改善や機器の保守、蛍光管の交換など管理面での

経費削減にもつながると期待が寄せられています。

沖縄県立北部病院のESCO事業提案で
最優秀提案者に選定されました。

沖縄県では県自らが率先してCO2

など温室効果ガスの削減に取り組

んでいますが、ソフト面の対策だけ

では限界がありました。その中で

ESCOという事業に注目し、まず

CO2排出量の大きい3施設で提案

を募りました。県では公共施設

において2010年までに9,000t

のCO2をESCO事業で削減していく

計画を立てています。今回の事業

は、今後ESCOを民間に拡大して

いくモデルとしても大きく期待

しているところです。

沖縄でのESCO事業のモデルとして期待

Voice お客様からのコメント

沖縄県文化環境部 友利 弘一 環境企画統括監

本病院は、県北部地域の基幹病院

として地域医療を支える重要な

立場にあります。地球温暖化対策

はもちろんのこと、患者さんや職員

が快適に過ごせること、同時に

経費削減も重要な課題です。

その意味で経費を削減しながら

省エネルギーが実現できるESCO

事業には大きな期待を寄せています。

また今回の成果を地域の皆さん

に積極的にアピールしていきたい

ですね。

ESCO事業の効果を地域にも伝えていきたい

Voice お客様からのコメント

沖縄県立北部病院 大久保 和明 院長

シェアド・セイビングス契約によるESCO事業のイメージ図

エネルギー
削減

エネルギーコスト

導入前 導入後 契約期間終了後

エネルギーコスト エネルギーコスト

投資償却部分
（メンテナンス等含みます）

ESCO事業者成功報酬部分

お客様利益部分

お客様利益部分

省エネ
ソリューション
導入

重油と電気の消費量を大幅に削減
　亜熱帯気候で年間を通じて温暖な沖縄では、暖房の必要

がほとんどない代わりに冷房期間が長く、それに使われる

エネルギーが非常に大きいという事情から、冷房エネルギー

の削減が省エネルギーの重要なポイントです。これまで沖縄

県立北部病院では、重油を燃やして発生させた蒸気と

吸収式冷凍機を使い冷房用冷水を作っていました。これを

高効率インバータターボ冷凍機という、効率が高く負荷変動

に追従できる機器に交換。これまで自家発電に使っていた

重油焚きの発電システムを、非常用に転換することにより

重油使用量を大幅に削減する計画です。その結果、排煙

ダクトから建物内に伝わる熱も減少、その分冷房負荷も減らす

ことができます。同時に、空調ポンプを省エネルギー制御する

「エコノパイロット」の導入や、照明器具の省エネ化による

電気使用量の大幅削減を提案しました。さらに、中央監視

システム「ASTREA」の導入により、これらの機器を効率よく

亜熱帯の沖縄で、総合病院という特性と条件に合わせた省エネルギーとコスト削減を両立させるための
ESCO（Energy Service Company）事業が2008年4月から本格稼働の予定です。

ソリューション事業部　ファシリティマネジメント
事業センター　事業推進部

高橋 洋

この事業で、年間2,100tのCO2削減を実現すると
同時に、コスト削減によって15年間で約4億円の
お客様利益を目指しています。この事業をきっかけ
に全国へのESCO事業の展開を積極的に進めて
いきたいと考えています。

ソリューション事業部
環境システム営業本部　東京都営業部

田中 克知

ESCO事業の成功には個々の機器や制御システム
はもちろん、多くの企業と連携を組むノウハウも
必要です。さまざまな企業とコラボレーションし
ながら、大きな力を発揮して社会に貢献していき
たいと思います。

担当者のコメント
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特集 2

Special_Issue

2006年12月16日、武蔵野市の小学校5、6年生を横河電機本社に

招き、「YOKOGAWA理科教室」を開催しました。テーマは「ホタルの

光でイルミネーション！」。クリスマス前ということで、安全な薬品を

用いて光を作る実験や講義を行いました。

「YOKOGAWA理科教室」を開催

Topics

2006年5月28日、横河電機本社グラウンドで武蔵野市ラグビーフット

ボール協会主催の「ラグビーフェスティバル in むさしのV」が開催され

ました。ラグビーを通じた青少年の健全育成や地域交流を目的として

おり、小学生から社会人まで幅広い年齢層のチームが参加しました。

「ラグビーフェスティバル」を開催

Topics 健全な身体づくりの支援未来を担う子供たちの育成

YOKOGAWA社会貢献のこころ

より豊かな

人間社会の実現に

貢献します

伝統文化の継承
芸術活動の支援

理科教育の支援
学術・研究活動の支援

健全な身体づくりの支援
医療活動の支援
災害発生時の支援

心
心・人間性

知
知識・技術

身
体・健康

経営管理本部
コーポレート・コミュニケーションセンター　CSR推進室

マネジャー　吉田義人

YOKOGAWAは、子供たちが多くの体験や経験をすることで、
人として成長してくれることを願い、地域・社会への活動を行って
います。理科教室やスポーツイベントを通じて、子供たちに
新しいことを発見する喜びや感動を伝え、さまざまなことに

興味や関心を持つようになってほしいと思います。今後も、地域・
社会での活動を継続的に行うことで、信頼関係を今まで以上に
深めていきたいと思います。

担当者のコメント

「心」「知」「身」の3テーマで
社会貢献活動を展開しています。
YOKOGAWAは、シンボルマークに表現されている「技術」と「人間性」のコンセプトに基づき、
イエローカラーの太陽のイメージのもとで企業市民活動を行い、より豊かな人間社会の実現に貢献しています。

企業市民として活動
　YOKOGAWAは、「良き市民であり　勇気をもった
開拓者であれ」という企業理念に基づき、地域・社会
貢献活動を展開しています。事業活動を通じた経済責任
やコンプライアンスといった、企業にとって基本的な
責任を果たすことで社会へ貢献するだけではなく、地域や
社会が抱えている課題に対して解決に向けた活動を
積極的に行っています。

YOKOGAWA社会貢献のこころ
　シンボルマークの上半分の鋭角と直線は「技術」、
すなわち製品の精密さや品質の高さを、下半分のゆるや
かな円弧は「人間性」、つまり心の優しさや温かさを
表しています。シンボルカラーの黄色は「太陽」や「生命」、
「エネルギー」などを象徴しており、身体および健康を
表しています。
　シンボルマークに表現されている「心（人間性）」、
「知（知識・技術）」、「身（体・健康）」を重点テーマとして
YOKOGAWAらしい社会貢献活動を展開しています。

「心」「知」「身」の3テーマで活動を推進
　「心」をテーマとする活動では、豊かな環境づくりや
人間性の育成、伝統的な文化・芸術活動の支援を通じて、
人々に心の安らぎや潤いを与える活動を行っています。
2002年に鎌倉の建長寺法堂に奉納した「雲龍図」の
制作や、京都の建仁寺法堂の「双龍図」の制作を支援
してきました。現在は、東大寺本坊襖絵の制作支援を
行っています。
　「知」を支える活動では、技術力の高さを基盤に事業
を推進していることから、理科教育を支援することで
科学や技術に興味を持つ人材の育成に貢献するとともに、
学術・研究活動を支援しています。　
　「身」をテーマとする活動では、スポーツ振興を支援
することで、人々の健全な身体づくりや健康増進に貢献
するとともに、医療活動を支援することによって、疾病
治癒に寄与しています。災害発生時には、生活の復旧
活動を支援しています。

青少年の健全な育成を支援
　子供たちの理科離れが懸念されていることを受け
て、YOKOGAWAは子供たちを対象とした理科教室を
2006年にスタートし、2007年以降本格的に開催して
いきます。この活動によって、子供たちが発見する喜び
や楽しさに触れ、科学や技術に興味を持つ人材に育って
くれることを期待しています。
　YOKOGAWAは以前から、文化・スポーツ活動を
通じて地域との交流を深めてきました。横河電機本社
のグラウンドを活用したスポーツイベントを開催し、
青少年の健全育成や地域振興を支援しています。
この活動の一環として、地元の武蔵野市ラグビーフット
ボール協会と協力し、ラグビーフェスティバルなどの
イベントを開催しました。スポーツを通して、子供たちの
健全な身体づくりと、チームワークや礼儀などを身に
つけてもらうことが、スポーツイベントを開催する大きな
目的です。
　今後もYOKOGAWAは、理科教室やスポーツイベント
を継続的に開催することで、未来を担う子供たちの
健全な育成を支援していきます。
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持続可能な社会の構築に向け、YOKOGAWAでは環境マネジメントシステム（EMS）を構築し、
グループ・グローバルに環境経営を展開しています。

環 境 マ ネ ジ メ ン ト 活 動

グループ・グローバルで展開する環境経営

グループ全体で自律的に展開するEMS活動

　YOKOGAWAでは、「YOKOGAWAグループ環境マネジ
メント基本規程」に基づき、環境経営を展開し、地球環境
保全活動を推進しています。地球環境保全活動について、
グループ・グローバルで環境マネジメントシステム（EMS）
を構築、展開しています。また、グループ各社は、
“YOKOGAWAグループ環境方針”および“YOKOGAWA

グループ環境自主行動計画（中期計画、年度計画）”に従い、
環境目標を設定し、自律的に環境保全活動を行っています。

本来業務の中に取り込んでEMSを推進

　YOKOGAWA の環境マネジメント体制は、横河電機の
各本部・事業部が、事業上の経営責任を持つ事業連結会社
に対してEMSの指導、支援を行うこととなっています。
このように業務と一体化した体制をとることにより、業務に
密着したテーマをグループ各社で展開しています。

環境教育

　横河電機では、社員一人ひとりの環境意識の向上を
図るために環境教育を行っています。大きくは基本教育と
職場特有教育に分類されます。基本教育は、新入社員を
対象とした環境基本教育をはじめ、年次別教育、世の中の
動向に合わせた京都議定書等の教育のほか、社会・環境
報告書の精読があります。
　職場特有教育は、部署ごとに、環境に与える影響の
大きい作業の従事者を対象として、集合教育などにより
実施しています。
　そのほかにも、毎月１回発行される地球環境ニュース、
講演会、環境クイズなどにより啓蒙活動を行っています。

ISO14001の認証取得状況

　2007年3月末現在のISO14001認証取得サイトは国内
10サイト、海外10サイトになりました。

YOKOGAWAグループ環境マネジメント基本規程（抜粋）

環境基本理念
「YOKOGAWAは計測と制御と情報をテーマに、より豊かな

人間社会の実現に貢献する」の企業理念に基づき、YOKOGAWA

グループは、かけがえのない地球の環境保全が人類共通の

最重要課題であることを認識し、産業の発展と環境との共生の

実現に貢献する。

環境基本方針
YOKOGAWAグループは、地球環境保全の取組みを経営の

最重要課題の1つと位置付け、環境マネジメントシステムを確立

し、環境パフォーマンスの継続的改善を図る。そのために

グループ各社は

●資源循環型経営を推進する

●地球環境保全に貢献する

●環境に配慮し、自律的に行動する

環境行動指針
YOKOGAWAグループは、企業活動のあらゆる面で地球環境

保全に配慮して行動する。そのためにグループ各社は

●自らのあらゆる環境負荷を低減し、資源循環型経営を推進する。

●お客様の地球環境保全活動を積極的に支援する。

●グローバルな地球環境保全への取組みに、積極的に参加、協力する。

■ YOKOGAWAの環境経営活動推進組織体制 (2006年度 )
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地球環境室※

地球環境委員会省エネWG
廃棄物WG

環境調和設計専門委員会
化学物質管理専門委員会

環境担当役員

社　　　　長

■ ISO14001の認証取得状況

サイト 登録日 
横河電機（株）本社・工場 1997年07月
横河マニュファクチャリング㈱ 小峰サイト 1997年07月

甲府サイト 1997年07月
青梅サイト 1997年07月
駒ヶ根サイト 1997年07月
上野原サイト 1997年07月

横河メータ＆インスツルメンツ(株)  1997年07月
国際チャート（株） 1999年01月
横河フィールドエンジニアリングサービス（株） 2000年02月
横河電子機器（株） 2000年11月
蘇州横河電表有限公司 中国（蘇州） 1998年05月
上海横河電機有限公司 中国（上海） 2000年03月
重慶横河川儀有限公司 中国（重慶） 2000年12月
横河電機（蘇州）有限公司 中国（蘇州） 2004年05月
Yokogawa Electric Asia Pte.Ltd. シンガポール 1998年10月
Yokogawa Engineering Asia Pte.Ltd. シンガポール 2001年08月
P.T.Yokogawa Manufacturing Batam インドネシア 2000年04月
Yokogawa Corporation of America アメリカ 2005年06月
Yokogawa Electronics Manufacturing Korea Co.,Ltd. 韓国 2004年12月
Yokogawa Measuring Instruments Korea Corp. 韓国 2007年03月

■ 環境監査審査項目

内
部
監
査

システム監査
組織・体制、目標管理、教育、運用管理・是正
などの状況を調べ、システムが有効に機能してい
るかを確認する。

順法監査
法規制値の運用と監視（資格・届出・測定データ）
などの状況を調べ、法その他の要求事項が順守さ
れているかを確認する。

パフォーマンス
監査

目標と実績、法規制値のデータなどの状況を調べ、
自主的に定めた運用項目が確実に実行されている
かを確認する。

YOKOGAWA
環境経営の推進
省資源・省エネルギー
環境汚染の予防

廃棄物削減とリユース・
リサイクルの推進等

お客様
環境経営の推進
省資源・省エネルギー
環境汚染の予防

廃棄物削減とリユース・
リサイクルの推進等

地球環境
持続可能な社会

資源循環型社会の構築

YOKOGAWAは、全事業領域において

●環境活動を積極的に展開すること
●環境活動をベースにお客様へ
　環境ソリューションや
　環境調和型製品を
　提供すること
により地球の環境負荷低減を
目指していきます。

そしてこれらの活動を通して
YOKOGAWAは、お客様とともに
持続可能な社会の構築に貢献していきます。

全事業領域：経営トップ、企画、研究・開発、設計、販売、調達、
　　　　　　生産、物流、サービス、回収・リサイクル
環境活動：省資源・省エネルギー、環境汚染の予防、
　　　 　　廃棄物削減とリユース・リサイクルの推進等

環境ソリューション・
環境調和型製品の提供

※2007年4月1日付で地球環境室はCSR推進室へ組織名が変わりました。

環境監査

（1） 内部監査
　YOKOGAWAにおける環境内部監査とは、システム
監査、順法監査、パフォーマンス監査を指します。全サイト
で年1回以上環境内部監査を実施しました。一部で軽微な
不適合・観察事項が指摘されていますが、その後速やか
に是正処置を実施しました。

（2） 定期審査
　横河電機本社・工場および横河マニュファクチャリング
において認証機関より2年次サーベイランス審査を受け
ました。
　横河電機本社・工場では「環境影響評価の運用」「法的
資格者の増強」「環境情報等の運用」など、横河マニュファ
クチャリングでは、「廃棄物削減活動」「環境汚染物質の
削減」「省資源活動」「社会貢献活動」などが評価され、それ
ぞれ「向上」の総合評価で登録を継続しています。

1996年制定

※横河マニュファクチャリング（株）小峰サイト、甲府サイト、青梅サイト、駒ヶ根
サイト、上野原サイトは統合認証

■ YOKOGAWAの環境経営
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や廃棄物などにスイス環境庁が開発したエコファクターで
重み付けしてポイント化したものです。単純比較が難しい
各種の環境負荷 

を数値で比べる 

ことができます。
エコポイントは 

値が大きければ
環境への影響が
大きいことを意味
します。

■ 環境保全コスト (単位 : 百万円 )

分類 項目 主な取り組み 投資額 費用額

(1)工場内コスト(事業エリア内コスト) 1)公害防止コスト 監視測定 184 170
2)地球環境保全コスト 省エネ 80 107
3)資源循環コスト 廃棄物等の発生抑制 0 148

(2)調達・物流コスト(上・下流コスト) グリーン調達 0 10
（3）EMS維持管理コスト（管理活動コスト） EMS更新、教育 0 251
（4）研究開発コスト 環境調和型製品開発 0 1
（5）社会活動コスト 環境イベント 0 29
（6）現状回復コスト（環境損傷コスト） 土壌修復 0 0

計 264 716

水
855千m3

井戸水 433 千m3

水道水 422 千m3

紙  502 t

鉛  19.2 t 

トリクロロエチレン等 11.0 t

有機則対象物質 15.3 t

毒劇物 7.6 t  

物質等
555.1t

循環資源
5,675t

大気への排出
12,186t
燃焼 SOX 6 t

  NOX 20 t

  CO2 12,160 t

工場排水 119 千 m3

生活排水 661 千 m3

水域への排出
780千m3

埋立廃棄物 303 t

焼却廃棄物 538 t

化学処理廃液 1,791 t

廃棄物
2,632t

エネルギー
11.9×108MJ
石油  2,562 kl

ガス 247 万m3

電力 139,795 MWh 買電 137,019 MWh
 　   発電 2,776 MWh

投入 排出
����� ������

部品
材料

製品

製造
販売
サービス

YOKOGAWAでは、事業活動（製造・販売・サービス）に投入したエネルギー・原材料の「インプット量」と大気・水域など
に排出した物質と廃棄物の「アウトプット量」の年間収支（エコバランス）を把握しています。エコバランスを分析することに 
より、資源の有効利用、エネルギー効率の向上、循環資源化率の向上などに役立てています。

環 境 負 荷 の 全 体 像

環境負荷の全体像を把握

環境経営の指標「環境負荷効率」

　環境経営の進み具合を数値化するのに「環境負荷効率」
という指標があります。環境負荷効率は事業活動で生み
出した「経済価値」を事業活動に伴い発生した「環境負荷」
で割ることにより求めます。YOKOGAWAでは「売上総利
益」を「環境負荷指標（エコポイント：EP）」で割って算出して 

います。環境負荷効率の数値が大きいほど環境経営が 

進んでいるということになります。
　エコポイントはYOKOGAWAが2000年度より採用して
いる独自の指標で、事業活動に使用したエネルギー・原材料 集計範囲：ISO14001認証取得サイト

対象期間：2006年4月1日～2007年3月31日

YOKOGAWAの2006年度の環境会計は、環境省「環境会計ガイドライン（2005年版）」に準拠。
集計については、海外拠点の増加に伴って、環境保全効果が全体的に下がる結果となりました。

環 境 会 計

最適な環境経営実現を目指し環境会計を実施

■ 環境保全効果

分類 効果の内容(単位) 2005年度 2006年度 効　果

資源投入 総エネルギー投入量（TJ） 885 993 -108
水資源投入量（km3） 704 767 -63

温暖化防止 CO2排出量（kt） 47 52 -5
CO2排出量売上原単位（t-CO2/億円） 19 19 0

大気汚染 NOx排出量（t） 41 45 -4
SOx排出量（t） 43 48 -5

■ 環境保全に伴う経済効果 - 実質的効果 -( 単位 : 百万円 )

効果の内容 金額
リサイクルによる収入額（有価物売却等） 81.4
省エネルギーによる費用削減（電力等） 24.9
省資源による費用削減（水、紙等の削減） 10.8

計 117.1

■ 設備投資と研究開発費 (単位 : 百万円 )

項目 内容等 金額
当該期間の投資額の総額 環境を含む全設備投資額 37,875
当該期間の研究開発費の総額 環境を含む全研究開発費用 36,039

■ 環境ビジネス製品売上げと売上高総額 (単位 : 百万円 )

項目 内容等 金額

環境ビジネス製品売上高 環境ビジネス製品（水質浄化・大気保全・廃棄物処理等）など、社会的な環境
負荷低減に寄与する製品・システムの当期売上高

16,359
（6.8%）

当該期間の売上高の総額 環境を含む全売上高 239,400

0

1

2

3

4

0

1

2

3

4

（年度）
2005

3.34

2006

3.24

2004

3.02

2003

1.95

2002

1.76

集計範囲：ISO14001 認証取得サイト

環
境
負
荷
効
率

■ 環境負荷効率の経年変化
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YOKOGAWAでは「YOKOGAWAグループ環境マネジメント基本規程」（P.12参照）に基づき、各社の事業内容、地域性を
考慮した環境保全活動、企業市民としての社会活動に取り組んでいます。
2006年度は、環境活動を環境面と経営面からとらえ、業務に密着した取り組みを実施しました。製品に関する有害化学
物質への対応をはじめ、生産活動においての環境負荷低減、省エネ、省資源について積極的に取り組みました。

目 標 と 実 績

2006年度における環境活動の概要

YOKOGAWAグループ環境方針
2006年度(主要サイト) 自己

評価
関連
ページ取り組み目標 実績

環境マネジメントシステムの確立、維持、向上 地球環境保全活動の推進と継続的な改善を図るため、環境マネジメントシステムを確立する
そのため企業活動が環境に与える影響を的確に捉え、技術的、経済的に可能な範囲で、環境目的・
目標を定めて取組むとともに、環境監査を実施し、システムの維持向上を図る

業務に密着した活動目標を登録し、環境保全活動を実践する※3 ●業務に密着した74テーマを完了
●年2回内部監査を実施し、実効のある環境システムの実用を確認

○
○

12
13

本来業務における有益な側面の活動を推進※2 有益な環境側面の活動を21テーマ推進 ○ 23

環境教育の実践 環境方針の理解と意識高揚を図り、業務遂行・地域活動のあらゆる面で環境に配慮して自律的
に行動するため、地球環境保全の教育を行う

全社員に対し、環境配慮の自律行動につながる基本教育を行う※3 100%実施 ○
12

有意業務従事者に対し、専門技能を身につける職場特有教育を行う※3 100%実施 ○

法規制等の順守 環境関連の法律、規制、協定及び業界の指針等を順守し、地球環境保全に取組む 放流水の自主基準値の順守※1 排水測定を実施し、自主基準値以下を確認 ○

25

物流量の把握※1 貨物輸送量集計に関する手順書を作成し、データーを把握 ○

土壌管理方法制定※2 土壌汚染予防を目的に、自主的監視・測定基準を制定 ○

ランクアップした自主管理基準値の100％順守※2 全項目で自主基準値以下を確認 ○

環境施設・設備5項目の環境リスク軽減対策を実施※2 環境施設・設備5項目のリスク軽減対策実施 ○

資源循環型経営の推進 企業活動の全てにおいて省資源・省エネルギー及び地球温暖化防止に取組み、さらに廃棄物削減 
とリユース・リサイクルの推進に努め、ゼロエミッションを目指す

エネルギーのCO2排出量の削減
●床面積あたり27.5%削減（排出量104.8 t-CO2/m2）（1990年度比）※1
●売上あたりのCO2排出量を34.72 t-CO2/億円に抑制※2
　（電気・ガス・重油の使用量の抑制という目標を換算）　

●24.4%の削減（排出量108.9 t-CO2/m2)
●33.07 t-CO2/億円に抑制

╳
○ 24

廃棄物総発生量の削減
●2003年度比10%削減（総発生量684 t/年）※1
●廃棄物総発生量を4,135t/年に抑制※2

●14.1%削減（総発生量653 t/年）
●4,241t/年に抑制

○
╳

27

廃棄物ゼロエミッション
●廃棄物の循環資源化率99％以上を定着※2 ●廃棄物の循環資源化率99.5％を達成 ○ 27

省資源
●グリーン生産ラインを展開し、７ラインの改善活動推進※2 ●加工、組立、生産ラインなど16ラインで改善を達成（省エネ、有害物質の削減など） ○ 23

環境汚染物質の削減 有害物質、オゾン層破壊物質など、環境に負荷を与える物質は、可能な限り代替技術への転換
を図って削減し、環境汚染リスクを回避する

RoHS指令対象製品の対応
●六価クロムフリー表面処理の生産ラインを構築※3
●鉛フリーはんだ対応の生産ラインを構築※1
●シアンフリーめっき（亜鉛・ニッケル）の生産ラインを構築※3
●トルエン・キシレンを600ｋg削減※2
●鉛フリーはんだへの移行を推進し、計画製品に100％適用※2

●亜鉛めっきへの切り替え、化成処理切り替えの実施
●鉛フリー設備導入
●シアンフリー切り替え
●685kg削減
●鉛フリー適用計画の全製品に対し適用

○
○
○
○
○

25
26

環境調和型製品の創出 資材調達から製造、流通、使用、廃棄までの環境影響を考慮した製品を開発、生産し、環境負荷 
の少ない製品を創出し社会に提供する

WEEE/RoHS指令、中国「電子情報製品汚染制御管理方法」等への対応
●設計標準（DS）を作成※1
●部品・材料に含まれる有害物質の含有量調査を推進※1
●RoHS指令6物質を含まない部品・部材への改廃を促進※1

●「電子情報製品汚染制御管理方法」作成、発行
●既登録品の調査および順次データベース変更
●96.1％の対応部品・部材への切り替え申請を完了

○
○
○

18
22

WEEE/RoHS指令に対応した製品を拡大※1 ●WEEE指令該当製品対応開始
●RoHS指令該当なし(自主取り組み開始) ○ 26

中国「電子情報製品汚染制御管理方法」への対応※1 毎月のPJTでの情報の共有、一部製品については対応実施 ○ 26

開発製品のCO2排出量を25%以上削減※1 4機種への対応を完了 ○ 19

パルプモールドやフィルムクッション等の環境調和型梱包を拡大※1 12機種への対応を完了 ○ 18

グリーン調達の推進
●通いパレット・通い箱化の取引先を４社増大※2
●調達先業者の評価ランクＣの業者を７社ランクＢ以上に格上げ※2

●通い箱化の取引先を７社増大
●15社を格上げ

○
○

22

環境ソリューションの提供 計測、制御、情報の技術を通して地球環境保全に貢献する、より付加価値の高い製品、サービス 
を社会に提供する

環境調和型設計製品の販売拡大※1 計画に対し実施 ○
20
21甲府工場省エネ見学会の実施※1 計画に対し実施 ○

「Enemap」の拡販推進※1 計画に対し実施 ○

社会への環境貢献 地球環境保全活動への参加と社員の自主的な活動を支援し、良き企業市民として社会との共生
に努める

自然保護活動・社会活動・地域活動などを通して社会貢献活動を推進※1 各地域の清掃活動に参加 ○
33

自然保護活動・社会活動・地域活動等の社会貢献を、各サイトで年１回以上実施※2 のべ19回の社会貢献活動を実施 ○

環境情報開示 環境方針および地球環境保全活動の情報を開示し、広く社会とのコミュニケーションを図る 情報を開示し広く社会とのコミュニケーションを図る※1 社会・環境報告書の発行 ○
36

外部向けホームページ充実※2 「環境活動の実績」サイトを新設 ○

注）主要サイト： 横河電機本社・工場、横河マニュファクチャリング
 ※1は横河電機本社・工場、※2は横河マニュファクチャリング、※3は共通の目標を表します。
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YOKOGAWAでは環境に配慮した製品作りを推進するために長期使用や省エネルギーなどの項目について
設計基準やアセスメント基準を定め製品開発に取り組んでいます。

環 境 調 和 型 製 品 の 開 発

環境調和型製品創出のために
独自に設計ルールを設定

の基準です。グリーン調達共通化ガイドラインの15物質
群の使用禁止物質、14物質群の自主管理物質、さらに
YOKOGAWA選定の15物質群の自主管理物質、全44物
質群の全廃・削減を進めています。

（5）リサイクル製品設計基準
　廃棄物発生抑制（リデュース）とともに、使用済み製品の
再使用（リユース）、再生使用（リサイクル）など3Rを促進 

する基準です。

（6）環境にやさしい材料選定基準
　ハロゲン系難燃剤の使用を避けることを明示した基準
です。六価クロムを含む鋼板については、材料の標準化
規格の「構造用鋼」で使用を避けることを明示し、代替品
のクロムフリー鋼板を指定しています。

（7）省エネルギー設計ガイドライン
　製品使用、製造段階で省エネルギー化を図ることを 

明記したガイドラインです。製品の省エネルギー設計技術
や、製造時の省エネルギー設計技術などが紹介されてい
ます。

環境適合設計のためのルール

（1）製品設計における環境アセスメント基準
　再資源化・処理の容易性、省資源化、省エネルギー、
長期使用性、回収・運搬の容易性、安全性・環境保全性、
情報の開示、梱包、の8つの分野でのアセスメント基準を
定め、初期設計・中間設計・最終設計の各審査時に評価 

します。

（2）ライフサイクルアセスメント（LCA）基準
　製品のライフサイクルにおける使用エネルギー、CO2

排出量、NOX排出量、SOX排出量などを事前評価する 

ための基準で、初期設計・中間設計・最終設計の各審査時 

に評価します。

（3）環境調和型製品設計ガイドライン
　製品の長寿命設計、省エネルギー設計、省資源設計、
材料・部品の選択指針、リサイクル・廃棄を考慮した設計、
加工法・組立法が定められています。

（4）製品に含まれる有害物質基準
　設計段階で環境に配慮した部品、材料を選択するため

①時期 初期設計審査／中間設計審査／最終設計審査

②評価項目 再資源化・処理の容易性、省資源化、省エネル
ギー、長期使用性、回収・運搬の容易性、安全
性および環境保全性、情報開示、梱包など29項目。

③評価基準 法規制をクリアしていなければ0点。

法規制をクリアしており、なおかつ30％以上の改
善は4点、15％以上の改善は3点、5％以上の改
善は2点、5％未満の改善は1点とする。

④合否判定基準 合格は評価項目に0がなく、総合評価点が従来機
種を上回っていること。

不合格は評価項目に0があること、または総合評
価点が従来機種と同等以下。改善のガイドライン
は25％以上の改善を目標としており、あくまでも
設計に環境負荷低減の視点を盛り込むことを狙い
としている。

■ 製品設計における環境アセスメント基準■ 環境適合設計基準と環境アセスメント基準

設計基準

●環境調和型製品設計ガイドライン
●製品に含まれる有害物質基準
●リサイクル製品設計基準
●環境にやさしい材料選定基準
●省エネルギー設計ガイドライン

製品設計
基本設計 技術試作 製造試作 初回生産

初期設計審査 中間設計審査 最終設計審査

●製品設計における環境アセスメント基準
●ライフサイクルアセスメント基準環境アセスメント基準

●WEEE指令マーキング
●中国電子情報製品汚染抑制規則海外環境規制対応基準
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従来の60％の設置面積、2.8倍の速度で
検査できるメモリテストシステムを開発

　さまざまな製品の頭脳として使われるLSI（半導体 

集積回路）は、ますます高機能化・高速化し続けています。
そのLSIの性能や品質を検査するテストシステムは、半導体 

産業に欠かせない計測機器。YOKOGAWAでは、さまざま 

な種類のLSIを検査するテストシステムを製造しています。
　LSIの製造コストを下げるには、検査時間の短縮が大きな 

カギです。「MT6060メモリテストシステム」の後継機と 

して開発された「MT6121」は、2つのテストヘッドが同時に 

独立して稼動できる「ツーインワンシステム」を採用。多くの 

デバイスを同時にしかも短時間に検査できるようになった
ことで、検体あたりのエネルギー消費量を大幅に削減し 

ました。同時に設置面積を従来機の60％に小型化。工場での 

設置スペースの節約につながり、生産時の省エネルギー
化と同時に省資源化も実現しました。
　環境適合設計のための基準・ガイドラインを遵守し、 
ライフサイクルアセスメント（LCA）基準では、従来機に比べ、 
二酸化炭素（CO2）排出量で63.2％、窒素酸化物（NOX） 
排出量で62.7％、硫黄酸化物（SOX）排出量で63.6％削減
しています。

独自の環境適合設計基準や環境アセスメント基準に基づき、環境に配慮した製品を開発しています。さらに、自己宣言に 
よる環境ラベル（タイプII）を導入、優れた環境性能を有する製品を「環境ラベル適合製品」と認定しています。

環 境 調 和 型 製 品 の 開 発

機能・性能はより高く、環境負荷はより低く
独自の技術と基準で環境にやさしい製品を開発

MT6121メモリテストシステム

環境ラベル

　YOKOGAWAではISO14021で規定されている自己 

宣言による環境ラベル（タイプII）を導入しています。
　この環境ラベルはほかの製品と同様、P.18にある 

各種の基準をクリアした優れた環境性能を持つ計測製品
に表示されています。2006年度の環境ラベル適合製品
は16機種となりました。

■ 環境ラベル適合製品の一例

電子計測器および通信測定器

プレシジョンパワーアナライザ
WT3000

レコーダおよびデータロガー

ディジタルオシロスコープ
DL9000シリーズ(写真DL9240L)

ネットワーク対応データ収集ステーション
DX1000/DX2000

PCベース
リアルタイム・データ収集ユニット
MX100 

Column

お客様からは機器をできるだけ小さく、しかも検査時間を 
短くというニーズがあります。この相反する課題を解決する 
ために、「MT6121メモリテストシステム」の開発では、小さな 
積み木を積み上げて 
いくような作業を行い 
ました。その結果、小さく 
したことが功を奏して、
製品製造時のCO2排出量 
も大幅に削減できました。 
さらに、省資源にも 
つ な がって います。 
小さく作ることは環境 
にやさしいということを
実感しました。

小さく作ることは環境にやさしい

ATE事業部第1開発本部

マネジャー 鈴木 貫二
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生産現場でのエネルギー使用効率の向上は産業界での重要課題です。エネルギー使用効率を最適化した現場と、環境を重視
する経営を直接結ぶ「エネルギー原単位管理システムEnerize」。YOKOGAWAは、省エネ・コスト削減を通じて環境負荷
の低減に貢献、企業の環境経営を支援します。

環 境 ソ リ ュ ー シ ョ ン

工場のエネルギーをトータルにオンデマンド管理、
エネルギー使用効率を“見える化”する

することで、企業の省エネルギー活動を支援するソフト 

ウェアパッケージです。エネルギー種類別の投入量、ボイ
ラーや発電機の運転状況、そして生産ラインで使われて 

いる個々の装置や機械で使われているエネルギーの消費 

状況などを、刻々と記録・解析して分かりやすく画面に 

表示。工場における上流から下流までのエネルギーのデータ 

を統合し、可視化します。これによって、生産装置や部門、
建物別、あるいは製品1単位あたりのエネルギー消費状況、
コスト、CO2排出量などがオンデマンドで把握できます。
　さらに「Enerize」はエネルギー需要を予測できる
「Enemap」と組み合わせることで、CO2の排出量予測に
も使うことができます。きめ細かいエネルギー・CO2排出
管理はグローバル化した厳しい市場を勝ち抜くためにも 

必須です。

CO2排出の把握はこれからの生産活動に必須

　生産現場では多くのエネルギーが投入され、地球 

温暖化の主要原因となる二酸化炭素（CO2）が大気中に排出 

されています。産業界では、エネルギーの使用効率の向上 

が重要視され、あらゆる場面でCO2削減対策が進められ 

ています。工場でもエネルギー消費実績を日や月の単位で 

集計しCO2排出量に換算する従来の管理方法では対策が 

後手に回ってしまいます。今後CO2の排出権取引の 

ような仕組みが取り入れられると、リアルタイムに 

排出状況を把握しながら、効率の良いエネルギー運用を 

行うことが重要になってきます。それは生産コストにも大きく 

響いてきます。

エネルギー生産・使用状況・CO2排出量を
オンデマンドで“見える化”

　2006年に開発した「エネルギー原単位管理システム 

Enerize」は、電気や蒸気、冷温水といった工場で使用する 

エネルギーを生産する際に発生する単位あたりのコスト
（エネルギー原単位）をオンデマンドで把握。エネルギーの
消費状況もリアルタイムに収集しそれらを一元管理・分析

これからはCO2排出対策への取り組みは企業の社会的責任と
してだけでなく、企業が生き残っていくためにも必須の条件
となるでしょう。お客様の省エネ、CO2削減でどこに問題が
あるのか、何に手をつけたらいいのかを解決できる「Enerize」
は、必要なときに必要なデータが得られるという意味で“オン
デマンド”という表現を使っています。リアルタイムにデータ
を収集・管理することで、次の計画につなげることも可能に
なります。今後は「Enemap」と「Enerize」を統合して、さらに 
中央監視装置に組み込み、これ一つで監視・分析・制御できる 
ものを作っていきたいと考えています。自分たちの技術で 
社会に貢献できる。それを仕事にしている喜びと誇り、仕事
が楽しいですね。

工場の省エネ・コスト削減を
“見える化”で支援

Enerizeの開発に携わったソリューション事業部の
安部裕人、宮崎智恵、遠藤明、大原健太郎（左から）

■ Enerize 概念図
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監視制御で災害に強い水道づくりに貢献

　大阪市の柴島浄水場は、日本で4番目にできた歴史 

ある浄水場です。1日の給水量は118万m3と規模も 

国内有数。ここでは淀川からくみ上げた水を2つの 

系統で浄水処理し、市内に配水しています。これまでは 

2系統それぞれ別々のシステムでコントロールされて 

いましたが、大阪市では災害に強い水道とするため、 
全体を一元的に監視制御するシステムを導入することに 

なりました。2006年にはその一期工事として、配水管理
設備のリニューアル事業が計画され、横河電機がこの事業
を受注。この事業で納入する監視制御はYOKOGAWAの
得意分野であり、これまで積み重ねてきた実績とノウハウ 

を活かし、安全に切り替えを実施するために、現場では 

日々努力を続けています。

安全・安心な水づくりの技能継承もテーマ

　上水道はまさに大阪約260万市民のライフライン。水
を購入して飲む時代になっても、生活用水としての上水道
の重要性は変わりません。その水づくりに欠かせないのは
やはり人の力。自動制御化が進んでも、非常時など最後

横河電機は2006年、水の都・大阪のライフラインを支える柴島浄水場の配水管理における監視制御システムを提案し、
受注しました。今後もYOKOGAWAの技術と経験を生かし、効率的経営や課題解決に貢献していきたいと考えています。

環 境 ソ リ ュ ー シ ョ ン

全国有数の大型浄水場・大阪市水道局　
柴島浄水場の配水監視制御システムを受注

Column

本設備で毎日100万t以上の水を配水するのでこの制御を 
誤ると大事故につながります。安全を確保するために、オペレー 
ションのノウハウと監視制御
システムが必要になります。
監視制御はYOKOGAWAの
得意分野ですが、水道施設の
運用には職人的なノウハウが
あり、自動化を進めても最終 
的な判断は人が行う必要が 
あると思っています。これらの
技術を伝承する仕組みを構築
することも今回の事業の重要
なテーマです。

水づくりに大切な職人的ノウハウ、
その継承もシステム構築のテーマ

ソリューション事業部
環境システム営業本部西日本営業部

松下 武司

は人の経験と技術がもの
をいう場面がまだまだ多 

くあります。大阪市水道局 

では、この技術の継承も 

大きなテーマであり、 
横河電機はその点でも 

貢献できるように提案を行っています。
　柴島浄水場では10年ほど前からオゾンと活性炭を使った 

高度浄水処理を導入、おいしい水づくりでも一歩先を行って 

います。この安全でおいしい大阪の水をペットボトルに 

詰めた「ほんまや」は、柴島浄水場に隣接する水道記念館 

ほか水道局施設や地下鉄売店などで販売されています。

柴島浄水場は西日本地域の代表的な浄水場。今回のような
工事を手がけることで、他都市におけるYOKOGAWAの監視 
制御システムへの認知が、一層 
ひろがることを期待して 
います。システムの更新は、約 
15年周期の事業になります
ので、メンテナンスや、さま
ざまな提案をしながら、その
時期を迎えます。これまでの
色々な人々の努力と想いを引
き継ぎ、そして次へつなげて
いくことも大切だと思ってい
ます。

水道事業も営業活動も
地道な努力の積み重ねが大切

ソリューション事業部
環境システム営業本部西日本営業部

田原 睦子

柴島浄水場に隣接する水道記念館

P P
取水設備 配水ポンプ

場内配水池

水処理設備
（浄水処理）
（高度処理） 場外配水池

需要家

配水池
P P

水処理設備
（浄水処理）
（高度処理）

水処理設備
（浄水処理）
（高度処理）

水処理設備
（浄水処理）
（高度処理）

需要家

P P
取水設備 配水ポンプ

場内配水池

P P

既設上系監視
制御システム

既設場外配水場
監視制御システム

配水管理システム（今回受注分）

既設下系監視
制御システム

■ 配水管理システムの概要図
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環境に配慮した製品の普及促進を行うために、原材料や部品については「グリーン調達ガイドライン」を、
文具などの事務用品については「グリーン購入ガイドライン」を定めて購買活動に取り組んでいます。

グ リ ー ン 調 達 ・ グ リ ー ン 購 入

環境調和型製品の普及を目指し
ガイドラインを活用

グリーン購入

　2001年にグリーン購入ガイドラインを制定し、環境に配慮 

した事務用品の購入に努めています。商品・サービスを
購入する際に、価格や品質だけでなく環境負荷ができる 

だけ小さいものを優先的に購入するグリーン購入を推進 

しています。

Ｗeb購入システムの活用

　YOKOGAWAグループ内のサービスを行っている横河
パイオニックス（株）では、各自がパソコン上で事務用品の
購入手続きができるシステムを運用しています。各商品の 

選択の際に、各自が環境にやさしい商品を選択できるように、 
各商品の情報を掲載しています。
　また、2006年12月から4コマ漫画で楽しく学ぶ「文房具
のEco教室」（全10回）の連載を始めました。
　この連載は、文房具のリサイクル方法など、エコ商品に
ついて理解を深めてもらうため、漫画を用いて分かりやす
く案内しています。

グリーン調達

　YOKOGAWAは2000年にグリーン調達ガイドラインを
制定し、グリーン調達活動を進めています。
「環境負荷の少ない資材調達＝環境調和型製品の提供」
を基本に環境に配慮したグリーン調達活動を積極的に推進
しています。

RoHS指令対応部品切り替促進プロジェクト

　横河電機および横河マニュファクチャリングは、「RoHS

指令対応部品切り替促進プロジェクト」キャンペーン（2006

年12月1日～2007年3月13日）を行いました。
　EUの環境規制であるRoHS指令施行に伴い、部品メー
カー各社によるRoHS指令対応部品への切り替えが加速し
ています。調達する側のRoHS指令対応部品の受入、デー
ターベースの変更などを効率的に進めるため、社内プロ
ジェクトを発足させました。このプロジェクトでは、RoHS

指令対応部品切り替え促進活動を行い、調達工数の増大
などによる生産工程の遅延を改善することができました。
　取引先における多大なご協力のもと、RoHS指令に対応
した電子部品への切り替えを大規模に実施し、環境対応
への取り組みをさらに大きく前進させることができました。

環境保全パトロールを実施

　横河マニュファクチャリング甲府工場では、生産協力 

会社等を対象に、環境保全パトロールを実施しています。
　パトロールは、有害物質や廃棄物の管理状態など監査
ポイントに基づいて、現場、現物、現実を確認しながら 

実施し、2006年度も年間計画に盛り込み、定期的な活動を 

行っています。
　小峰工場では、協力会社向けにグリーン調達ガイドライン 

や環境経営システムの紹介資料などを配布し、環境への
意識の高揚を図っています。

漫画で学ぶ
「文房具のEco教室」

12月：
詰替商品の巻き
1月：
エコマークの巻き
2月：
ファイルの巻き
3月：
筆記用具の巻き
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グリーン生産ライン改善規定

　2002年制定の「グリーン生産ライン改善規定」は、環境 

負荷削減を目的に、各生産ラインで推進する改善活動
のための指針です。この規定は1981年から実施されて
きた生産管理方式NYPS（New Yokogawa Production 

System）とともに、生産現場における改善活動の支えと
なっています。

甲府工場におけるコンバータ検査ラインの統合

　横河マニュファクチャリング甲府工場の生産技術本部で
は、コストダウンと環境負荷削減の両立に向けて、改善施策 

に取り組んできました。その一つに環境機器液体分析計
の調整検査ラインの統合による電力、資源の削減があ 

ります。液体分析計は水のpHや導電率といった水質分析
などに使われる分析計。実際に信号を検出するセンサと
その信号を出力するための変換器（コンバータ）の組み合
わせで構成されています。今回生産体制が変わり、全世界 

向けの液体分析計コンバータを甲府工場で担うことに 

なったことから、生産台数が年間3倍以上に増加。これに 

伴い調整検査ラインの改善を行い、装置の稼働率を 

横河マニュファクチャリング甲府工場では、経営効率向上に結びつく生産技術力の向上を目指して
大幅なコストダウンと融合した環境負荷の削減に取り組んでいます。

グ リ ー ン 生 産 ラ イ ン

コストダウンと環境負荷削減の両立を目指し
工程の改善などの施策に取り組む

上げるとともに、電力の削減に取り組みました。
　従来の調整検査ラインでは、コンバータの調整検査を
行うのに2台の調整検査装置を使用、それぞれプリンター
を装着、さらに製造保管用の品質データとしてA4サイズ
の検査成績証を１台ずつプリントし、それを保管していまし
た。新しい調整検査ラインは、4台の調整検査装置をネッ
トワークで結び、プリンターを１台に集約。プリンター分
の設置面積が縮小され、製造保管用検査成績証はデータ
として、サーバに保存するシステムにしました。製品1台 

あたりの電気使用量は53％になり、全体で年間1,680kWh

が削減でき、それと同時に14,000枚分もの紙の節約に 

なります。

コンバータ検査ラインの統合に携わった、横河マニュファク
チャリング生産技術本部甲府生産技術部の佐藤幸雄

Column

2006年、横河マニュファクチャリング生産技術本部は使用す
る部門費の2分の1に相当する金額をコストダウンで改善する
という大きな命題を与えられました。
そこで、各部に呼びかけてコストダウン活動と環境負荷削減
のための21施策を集めました。その一つひとつにこの1年間
取り組んできました。
環境機器液体分析計の調整検査ラインにおけるコンバータラ
インの統合や、差圧・圧力伝送器の塗装工程でのトルエン・
キシレンの削減（P.26）は、環境負荷削減のために掲げた21
施策の中の代表的な事例です。
また、2007年4月には「Enerize」（P.20）を導入して、エネルギー
消費・CO2排出状況の見える化を図り、製品1台あたりの 
エネルギー消費が30分ごとにモニターされるようになり 

全てのコストダウンは
環境負荷削減に結びつく

ました。基本的には省人化、 
省資源、省エネルギーなど 
すべてのコストダウンが 
環境負荷、CO2の削減 
になるという考えで取り
組んでいます。
今後はエネルギーの 
見える化をさらに進める
とともに、廃棄物削減、
ペーパーレス化、水の 
リユースなど、さまざまな
施策に積極的に取り組ん
でいきます。

横河マニュファクチャリング
生産技術本部甲府生産技術部

部長　渡邊 登
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京都議定書目標達成に向けて、海外輸送の切り替えなどの物流での改善や
海外でのさまざまな取り組みを展開しながら地球温暖化防止に積極的に取り組んでいます。

地 球 温 暖 化 防 止

グループ・グローバルでCO2排出削減

CO2マイナス6％に向けた活動

　2005年4月から展開されている国民運動「チーム・マイ 

ナス6％」に参加し「クールビズ」、「ウォームビズ」、「ブラック 

イルミネーション」を実施するなど、積極的に地球温暖化
防止に取り組んでいます。
　2006年は、横河電機本社ビルにバイオマス発電による
グリーン電力を日本自然エネルギー株式会社が提供する
「グリーン電力証書システム※1」により導入しました。

CO2排出量売上原単位と削減率

　2006年度YOKOGAWAのCO2排出量売上原単位は 

13.3t-CO2/億円（総量55,889t-CO2）、削減率43.5％（対1990年 

度比）でした。京都議定書目標達成に向けて努力を続けます。

物流でのCO2削減

　日本から中国への部品輸出および中国工場生産品の輸入
の物流改善に取り組みました。今まで、飛行機で行って
いた輸送の多くを船舶での輸送に切り替えることにより、
CO2の削減、コストの削減につながっています。飛行機と 

船舶の輸送では数日のリードタイムの差がありますが、 
部品の調達や生産工程におけるきめ細かな管理をすること
によって実現しています。

海外での取り組み

　韓国の公共施設では、ペーパータオルが主流な中、
Yokogawa Electronics Manufacturing Korea Co.,Ltd.

は、環境保護のためにペーパータオルを廃止し、ハンカチ 

を使用するように社内環境キャンペーンを実施し、ペーパー 

タオルの撤去を行いました。

※1 風力、水力、バイオマスなどの自然
エネルギーにより発電された電気の
環境付加価値を「グリーン電力証書」
という形で取引するシステム。この
システムを導入した企業は、通常の
発電業者から購入している電力のうち 
証書に記載された発電量を自然 
エネルギーにより発電したグリーン 
電力であるとみなすことができます。

グリーン電力証書

■ CO2 排出量売上原単位と削減率 (1990年度比 )
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」

環境を崩す手？

環境を保護する手！

あなたの手は

どちらですか？？

環境キャンペーンポスター
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シアンフリー生産ライン構築

　YOKOGAWAでは、水質汚染や土壌汚染の要因の一つ
であるシアン化合物を自主管理物質として登録し、全廃に
向けて準備してきました。また、安全面からも削減すべき
物質として認識してきました。
　シアン化合物は表面処理ラインのめっき処理工程で 

使用しています。2006年は、シアン化合物全廃に向けて 

生産拠点の設備変更に取りかかり、横河マニファクチャリング 

甲府工場、中国の横河電機（蘇州）有限公司において、 
切り替えを行いました。今後も有害物質のシアン化合物
を全廃に向けて、各生産拠点のライン変更を随時進めて
いきます。

土壌・水質の保全

　土壌汚染対策法の施行以前から独自の管理基準に基づ 

いて工場跡地の土壌・水質の調査を行い、対策を実施 

してきました。トリクロロエチレンの浄化を行ってきた横河 

マニュファクチャリング毛呂山工場跡地については、浄化 

を完了し、現在もモニタリングを行っています。

法の遵守

　環境にかかわる法律、規制、協定等の遵守の徹底に 

取り組み、2006年度も法令違反はありませんでした。

横河電機本社・工場で
廃棄物ストックヤードの見直し

　2006年5月、横河電機本社・工場の廃棄物ストックヤード
をそれまでの10カ所から4カ所に減らし、同時に大型回
収袋による回収から、種類別のビニール袋による回収に 

切り替えました。従来の大型の回収袋では、開口部が広い 

ため、まとまった書籍類などが投入され、重くなりすぎて
作業性が悪いこと、ストックヤードに廃棄物が散乱しやす
いこと、また分別の徹底など社内的ルールが守られない
ということもありました。回収袋の切り替えは、これらを
改善することができたのと同時に、回収手順の簡素化と 

なり、ゴミ回収車の1回当たりの収集時間が1／2に短縮した 

ほか、廃棄処理回数の削減にもつながりました。回収は
パッカー車（後部に廃棄物を圧縮する装置を搭載している
車）を使用していますが、回収車の燃料削減およびディー
ゼルエンジンに伴う排気ガス排出の削減に結びつき、 
作業中の騒音や安全面でも改善されました。横河電機本社・
工場では廃棄物に関して99％以上のリサイクル率を達成
していますが、経営管理本部人財総務センターでは今後
さらなる分別の徹底によるコスト削減と廃棄物の発生抑制
に取り組んでいきます。

大気や水質、土壌汚染の原因となる物質を削減するため、代替物質の採用や独自の活動で環境保全に努めています。
また、横河電機本社・工場では、廃棄物の回収方法を改め、環境保全だけでなく、コスト削減も図っています。

大 気 ・ 水 質 ・ 土 壌 の 保 全

独自の技術や基準、活動で
大気や水質への放出物質を削減

新しくなった「シアンフリー生産ライン」

Column

廃棄物は、一般的に処理費用を払って引き取ってもらいます。 
ところが、金属類では材質別に分別することによって、再資源 
として有効に使用されると 
同時に有価物として引き取られ、 
処理費用削減に結びつき 
ます。このように分別による 
コスト意識を高めることにより
今後は紙類にも展開して社員 
一人ひとりがさらに分別を 
徹底し、環境意識だけでなく、 
コスト意識を持ってもらう 
ことも重要だと考えています。

廃棄物処理に環境意識プラス
コスト意識を

経営管理本部　人財総務センター

安部 善一
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YOKOGAWAでは、環境や健康にとって有害な化学物質の管理だけでなく、
代替プロセスの開発や使用量削減のための改善を通じて、その削減に日々取り組んでいます。

化 学 物 質 管 理 と 削 減

徹底管理と代替プロセスの開発で
有害化学物質の管理と削減へ取り組む

環境規制への対応

　通信・測定器事業部では、EUや中国で始まった環境 

規制への対応を進めています。
　EUの「廃電気電子機器（WEEE）指令」対応製品には
WEEEシンボルマーク、中国の「電子情報製品汚染制御管
理方法」対応製品には環境汚染制御マークを製品へ表示
しています（写真：左）。また、中国の「電子情報製品汚染
制御管理方法」の包装物リサイクルマーク要求に対しては、
リサイクルマークを表示しています（写真：右）。

PRTR対象物質

　PRTR制度※の届け出対象物質（取扱量1,000kg/年以
上）は下表のような取扱量となりました。

※PRTR制度
Pollutant Release and Transfer Register（環境汚染物質排出・移動登録制度）。
有害性のある化学物質の環境への排出量を把握することなどにより、化学物質を
取り扱う事業者の自主的な化学物質の管理改善を促進するとともに、化学物質に
よる環境汚染を未然に防止することを目的として制定。排出量などの情報を公開
することによって社会全体で化学物質の管理を行う制度。

■ 2006年度横河マニュファクチャリングPRTRデータ

塗装工程から有害なトルエン・キシレンを削減

　樹脂塗料を溶かすために使われている物質に、トルエン
やキシレンといった有機溶剤があります。揮発性が高く、
人間が吸い込むと中毒を起こし、量が多い場合は生命に
も危険を及ぼすことがあります。甲府工場では、差圧・圧力
伝送器などのフィールド機器の塗装に用いられるウレタン
樹脂塗料に、トルエンやキシレン
が含まれたものを使用していま
した。甲府工場全体でのトルエ
ン・キシレンの使用量は4,500kg

（2005年度実績）。2つのステップ
でこの有害なトルエン・キシレン
の削減に取り組んでいます。

トルエン・キシレンフリー塗料と粉体塗装の導入

　トルエン・キシレン削減の第1ステップは、トルエン・キシ 

レンを含まない塗料の採用で、2007年1月にこれを完了。 
この結果年間950kgのトルエン・キシレンの削減となり 

ます。第2ステップとして、2007年度から溶剤を使わない
粉体塗装への転換に取りかかり、2008年度中には主力 

である差圧・圧力伝送器などのフィールド機器の塗装を 

全面的に切り替える計画です。これにより塗装器材洗浄に
使うシンナーに含まれるトルエンやキシレンも大幅に削減
される見通しです。
　甲府工場では、耐久性テストなどを重ね評価をしながら 

新しい塗料を選定し、工程を設計するという作業を進め 

ています。粉体塗装になれば溶剤が減るだけでなく、 
塗料の節約にも
なるというメリット 

があります。また 

作業環境と塗装 

性能の向上にも 

つながると期待 

しています。

差圧・圧力伝送器

塗装工程の改善に携わった、横河マニュファクチャ
リング生産技術本部甲府生産技術部の飯島賢次、
森　正孝、井上辰也（左から）

工場名 発生物質 取扱量
（kg）

排出量（kg） 移動量（kg）

大気 公共
水域 土壌 埋立 下水道 事業所外

小峰工場 キシレン 3,100 1,900 0 0 0 0 1,200

トルエン 2,400 1,500 0 0 0 0 900

甲府工場 キシレン 1,900 1,700 0 0 0 0 200

トルエン 1,920 1,700 0 0 0 0 220

酢酸2-
エトキシエチル 1,330 1,200 0 0 0 0 130

青梅工場 銅水溶性塩 62,080 0 0 0 0 24 15,402

駒ヶ根
工場

ふっ化水素
およびその
水溶性塩

1,050 0 130 0 0 0 920
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ゼロエミッションへの挑戦

　廃棄物処理について、循環資源化を推進し資源の有効
活用をするとともにゼロエミッション達成に取り組んでいま
す。YOKOGAWAのゼロエミッションの定義は廃棄物総
発生量の99%以上を循環資源化することで達成としてい
ます。2006年度は、横河マニュファクチャリング青梅工場
で新たにゼロエミッションを達成し、横河電機本社・工場、
横河マニュファクチャリング甲府工場、小峰工場、駒ヶ根
工場、国際チャート（株）とともにYOKOGAWAでは6サイト
の達成となりました。

活動成果

　2006年度の廃棄物排出量は、売上原単位0.20t/億円(総
排出量841t)となり、1995年度に比べ88.1%の削減となり
ました。廃棄物総発生量のうちリサイクルした割合を表す
循環資源化率は、YOKOGAWA全体では89.9%、主要工場 

では96.6%でした。主な施策としては、不要な什器類の 

再利用、不要なダイレクトメールの発信元への返却、また
購入品梱包材の返却を継続して行っています。その結果、
什器再利用499台（重量換算で9.5t）、ダイレクトメール 

返却0.1t、梱包材返却13.5tの削減となりました。また、横河
マニュファクチャリングでは、廃棄物処理について、フッ素
が含まれている汚泥の受入可能な委託業者への選定を行
うなど、廃棄物のリサイクルに積極的に取り組んでいます。

YOKOGAWAでは廃棄物削減とリユース・リサイクルの推進に努め、
ゼロエミッション達成に向けて、全社員が一丸となって取り組んでいます。

ゼ ロ エ ミ ッ シ ョ ン

全事業領域でゼロエミッション活動を推進

海外の取り組み

　韓国では、大
統領法令が定め
る指定廃棄物（廃
酸、廃アルカリ、
廃油、廃棄溶剤
等）の発生から最
終処理までのす
べての過程を環
境管理団体およ
び政府がリアルタイムで追跡、確認することができる国家
管理システムWMS（Waste Manifest System）を使用する
ことが義務づけられています。
　Yokogawa Electronics Manufacturing Korea Co., 

Ltd.では指定廃棄物のほか、一般廃棄物についても国家
管理システムを取り入れています。

無梱包輸送の取り入れ

　韓国向けの半導体テスターの物流において、日韓同一
トラックによる一貫無梱包輸送をしています。この輸送 

方法により、今までの木箱輸出梱包から、静電防止シートと 

エアキャップによる梱包に変更しました。また、ロジフレッ
クス（株）のエアーサスペンション仕様車で振動を抑え、 
温調計がラックに備わっているため、温度・湿度の管理も
行うことができます。その結果、重量にして3,200kgの製品 

1Setあたりを梱包するために使用していた外装梱包重量
約800kgを削減することができました。

■ 廃棄物排出量売上原単位と削減率（1995年度比）
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国家管理システムWeb画面
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「品質第一の心」により世界同一品質を目指す

　「YOKOGAWAは高品質な製品とソリューションを世界
同一品質で提供する」ことで、お客様に満足をいただいて
います。これを支えるのは、90年間以上も守り続けてき
た創業の精神である「品質第一」です。品質マネジメント
の基本的な考え方は、QA（Quality Assurance：品質保
証）、QI（Quality Improvement：品質改善）、Qm（Quality 

mind：品質第一の心）という3つで構成されています。

　この3つの要素がすべてかみ合うことで、初めてお客様
の満足と永続的な信頼を得ることができると考えています。
　特にYOKOGAWAの高い品質を守るためには、「品質
第一の心（Qm）」が重要と考えています。
　「品質第一の心」を持つことの重要性をグループ・グロー
バル全社員が認識し、グループ共通のルールや考え方の
もと各業務の中で、品質を作りこんでいます。

YOKOGAWA品質月間

　日本では毎年11月を品質月間と定め、品質意識の高
揚などを目的として実施しています。YOKOGAWAでは
「YOKOGAWA品質月間」を定め、「品質第一の心（Qm）」
を全社員に浸透させるための活動をグループ・グローバル
に展開しています。国内・海外の関連会社で「品質第一の心」

お客様にとって満足のいく製品・サービスを提供するため、グループ共有のルールや考え方のもと、
品質マネジメントの強化を図っています。

品 質 保 証 体 制

お客様にとって安心で満足のいく
「世界同一品質」を目指す

をイメージしたポスターを掲示したり、品質の重要性を
伝えるメッセージを標語にし、日替わり、週替わりで配信
しています。生産拠点ではこの標語を毎日唱和するなど、
「品質第一の心」を浸透させています。

製造作業者向けのQA手帳

　YOKOGAWAの製品はグローバルに展開する生産拠点
で製造しています。お客様に高品質で、同じ品質の製品を
届けるために、生産拠点で共通のルールや手順を整備する
ことはもちろんですが、現場で働く作業者の心得や心構え
が重要であると考えています。この現場作業者の心得や
心構えを「QA手帳」として発行しました。作業者が常に
持ち歩けるよう、作業着のポケットに入るサイズにまとめ、
5カ国語で作成し、国内・海外の生産
拠点に配布しています。

製造作業者向けQA手帳

品質保証（QA）の輪
「品質がすべてに優先する」という考え方のもと、

お客様により良いものを永続的に提供していくこと。

品質改善（QI）の輪 
「世界同一品質」の製品とサービスを提供する

体制作りに取り組んでいくこと。

品質第一の心（Qm）の輪
社員一人ひとりが創業の精神である

「品質第一の心（Qm）」を持つこと。

生産現場での標語唱和風景

品質マネジメントの三つの輪を取り入れた
2006年のYOKOGAWA品質月間ポスター

2006年の
YOKOGAWA品質月間標語
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これまで培ってきたYOKOGAWAでの安全衛生管理に加え、2006年度にOSHMSの導入を決定し、
よりシステム化した安全衛生管理体制の構築を図っていきます。

安 全 衛 生 管 理

社員の働きやすい職場環境を整備

安全衛生管理の考え方

　「安全衛生は経営の基盤である」という認識のもと、 
安全の確保、健康の保持・増進ならびに快適な職場環境
づくりに継続して取り組んでいます。

2006年度の災害分析

　横河電機の労働災害の発生は、全国平均と比較して 

低水準で推移しています。2006年度は、休業4日以上の
労働災害がゼロとなり、強度率が改善されました。

東京消防庁から「優マーク」取得

　横河電機本社新本館が、東京消防庁から「優良防火対象
物認定表示制度（通称：優マーク）」の認定を受けました。
この制度は、消防機関が建築物の防火安全性について
だけではなく、自衛消防隊の
訓練評価など多角的に審査し、
認定されるものです。審査の
結果、指摘事項「なし」という 

高い評価を得、武蔵野消防署
管内では初の認定となりました。

AED（自動体外式除細動器）構内配備

　横河電機本社構内に 

社内の救命体制をより強化 

するためにAED10台を配備
しました。AEDは、社員だけ 

ではなく、お客様や近隣で 

傷病者が発生したときに 

備えて公道に面した警備所4カ所にも配備しています。

災害用トイレ配備

　横河電機本社グラウンドでは、排水のための基礎工事
を行い、公共下水道に接続した仮設トイレ20基を準備しま
した。また、150ｍの井戸を掘るとともに、浄水機を設置
し断水時に必要な水を供給できるように備えています。

地域の交通安全活動が認められる

　長年にわたる横河電機の地域社会に対する交通安全 

活動が評価され、財団法人全日本交通安全協会から 

交通安全優良事業所として表彰されました。

労働安全衛生マネジメントシステム（OSHMS）の
導入決定

　YOKOGAWAは、2006年度にOSHMSの導入を決定し、
構築・運用に取り組んでいます。
　OSHMS（Occupat ional Safety and Heal th 

Management System）とは、従来の安全衛生管理活動
に、リスクアセスメント（潜在する危険性有害性を体系的に 

評価し、対策を実施すること）の手法を追加することで労働 

災害の要因となる危険性・有害性の除去・低減を図り、 
継続的改善を実施するものです。OSHMSの導入により、
リスクを想定した安全衛生管理体制の構築を図ります。 
グループ各社で2008年度までにOSHMSの導入を推進し、
安全衛生水準のさらなる向上を目指します。

■ 横河電機の労働災害発生件数一覧

年 2004 2005 2006
年間平均労働者数（人） 5,763 6,366 6,308
延実労働時間数（H） 11,381,745 11,813,914 12,087,160
休業4日以上（人） 1 1 0
休業1～3日（人） 2 2 3
小計休業者数（人） 3 3 3
不休（人） 9 12 6
合計 12 15 9
延休業日数（日） 74 30 7
労働損失日数（日） 60.8 24.7 5.8
度数率（全国平均1.90） 0.26 0.25 0.25
強度率（全国平均0.12） 0.005 0.002 0.000

度数率＝　　　　　　　　　　　 ×1,000,000H
労働災害による死傷者数
延実労働時間数

強度率＝　　　　　　　　×1,000H
延労働損失日数
延実労働時間数

優マーク

横河電機本社警備所
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役割を基軸とした人事制度で付加価値の最大化を実現

　YOKOGAWAでは、長期経営構想「VISION-21& 

ACTION-21」の実現のため、「変化を起こし競争に勝つた
めの行動を取れる人財」の育成を目指しています。そのた
めに、2001年に管理職層に各個人が担う役割をベースと 

した人事制度であるミッションスタンダード（MS）制度を導入 

しました。2003年にはすべての社員へと拡大し、これらを
基軸として、人財の育成・活用を行いながら、個人と組織
の付加価値の最大化を目指しています。上司と部下の間 

で目標管理をはじめキャリアプランに関する面談なども 

実施し、求められる知識やスキルを明らかにして、それぞれ 

が取り組むべき課題を明確にするなど、さまざまな施策 

で社員の育成・成長をフォローしています。

充実した会社生活のために心のケアを促進

　社員がストレスによって本来の能力を充分に発揮でき
ない状態を回避し、最大限のパフォーマンス向上を目的 

として、社員支援プログラム（Employee Assistance 

Program：EAP）を導入しています。
　YOKOGAWAのEAPは、メンタルヘルス支援とキャリア
支援の両面からサポートするという特徴を持っています。
社員一人ひとりの付加価値向上と、生産性向上を図るとと
もに、心身ともに健康で活き活きと働き、最大の成果を
発揮して、充実した会社生活を送ってもらうのが目的です。 

YOKOGAWAでは、「人が成長することは会社が成長すること」を基本に、社員が自らの能力を発揮できる職場づくりを 
行っています。また、社会に先駆けて高齢者や障害者の活用に取り組んでいます。

働 き や す い 職 場 づ く り

個人と組織の付加価値向上を目指して
働きやすい職場づくりを推進

また、YOKOGAWA EAPに関する情報を社内イントラネット 

上に公開し、各種情報発信を行い、活用の普及にも努め
ています。

定年退職後の社員や障害者を積極的に採用

　定年後も働く意志のある社員を活用する定年後再雇用 

制度を導入し、運用は横河ヒューマン・クリエイト（株）が 

行っています。採用基準は、引き続き勤務することを希望 

する者、勤務に支障がない健康状態である者、すぐに業務 

に従事できる者の3つ。再雇用は65歳までで、1年ごとに
契約を更新していきます。
　また、障害者雇用についても1991年に「ノーマライゼー
ションプロジェクト」を発足させて以降、積極的な活動を
行っています。1999年には知的障害を中心とした特例子
会社の横河ファウンドリー（株）を設立。グループ内のさま
ざまな職場で、活き活きと働き、活躍の場を広げています。

●より高い役割にチャレンジできる仕組み
●目標管理制度面談の充実
●マネージャーによる部下の
　育成・活用計画の策定

●目標管理・評価を通じた人財育成
●自己責任を基本に、
　変化に対応した知識・
　スキルの習得

●MSを基軸とした付加価値貢献度に応じた処遇
●公正な評価による昇給とメリハリのある成果配分

MS

活 用 育 成

処 遇

目標管理
評価 会社

「健全で利益ある経営」

個人
「自己実現」

企
業
理
念

企
業
ビ
ジ
ョ
ン
・
企
業
戦
略

中
期
経
営
計
画

年
度
経
営
計
画

Vision&Strategy
Planning

Action

Philosophy

健全で利益ある経営を実現するため、「変化を起こし、競争に勝つための行動」を取れる人財の育成・活用・処遇を行う健全で利益ある経営を実現するため、「変化を起こし、競争に勝つための行動」を取れる人財の育成・活用・処遇を行う

■ ミッションスタンダード（MS）制度を基軸とした人財の育成・活用概念図

■ 障害者雇用率グラフ（毎年6月1日時点）
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YOKOGAWAでは人材を「人財」として、事業活動に欠かせない財産ととらえ、その能力の育成・開発に力を注いでいます。
“One Global YOKOGAWA”の実現に向けて、グローバルな視点でビジネスを遂行していく人財の育成に力を入れています。

人 材 育 成 ・ 活 用

社員一人ひとりの能力を最大限に引き出し
グローバルな視点で行動できる人財を育成

YOKOGAWAの人財育成の考え方

　YOKOGAWAでは、「YOKOGAWAグループ教育・運営
方針」に沿って、社員個人の自己研鑽と切磋琢磨を原則と
して、その動機づけや基本的な知識・能力を獲得するため、
適時適切かつ段階的に社員教育を行っています。また 

必要に応じて、より高度な知識・能力を習得するための 

機会も提供しています。内容は、YOKOGAWAの価値観・ 
経営方針、グローバルな視点および専門性を重視し、社内
講師を中心に、必要に応じて外部講師により実施していま
す。共通教育、基本スキル教育、専門スキル教育、マネ
ジメントスキル教育、リーダーシップ教育の5つの体系で
構成され、「横河経営塾」「グローバル人財育成プログラム」
「技術基礎教育」「営業スキルアップ教育」など、さまざま
なメニューが用意されています。

グローバル人財の育成

　国外市場での売上が半分を超えようという状況におい
て、グループ共通の価値観・行動指針を持ち、変化・変革 

に対応できる人財およびグローバルに活躍できる専門 

能力・スキルを持った人財を育成・活用を目的に、異文化 

対応能力・語学力などを習得させ、グローバル人財の 

育成を強化しています。

社員と企業が同時に成長するためのキャリア開発

　社員の適材適所を実現するための仕組みとして、さま
ざまな人財活用施策を提供しています。これらの施策は、
会社主導による人財活用だけではなく、社員の自律的な
キャリア構築や異動をサポートし、社員一人ひとりが担う 

“役割”を通じて、会社と社員（個人）が緊張感のある関係を
実現することを目指しています。

「横河経営塾」研修風景

■ 2007年 YOKOGAWA教育体系
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１．キャリアプラン申告
年に1回、社員自らが自身の短期および中・長期のキャリアプラン
を申告する制度です。これをベースに上司と面談を実施し、自身
のキャリアプランについて相互確認するとともに、年間の育成プラ
ンや職場異動も含めたキャリアの構築につなげていきます。

２．キャリアチャレンジ登録制度
社員自らが、上司の承認を得たうえで自身のこれまでの職務経験、
スキル、具体的な異動希望、自己アピールなどをイントラネット上
で他部署のマネージャーに広く公開することで、社員がより大きな
役割にチャレンジする機会を拡大するための仕組みです。

３．社内公募制度
新規ビジネスやPJTなど、会社が施策として新たな人財の発掘や
戦略的な人財配置を実現するための制度です。社員は上司の承
認なく応募ができ、合格者は必ず異動が実現します。

４．人財ニーズ情報公開システム
社内の各部署における人財要求情報を全社員に公開することで、
社内のどの部署が、どんな職種でどんな人財を求めているかを社員
が確認できる仕組みです。ただし、このシステムはあくまでも各部
署が募集する人財として必要な知識やスキルを確認するもので、社
内公募制度のように社員が応募できるというものではありません。

■ キャリア開発の事例
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武蔵野市と協力し保育所を開設

地 域 交 流

未来を育み、地域とつながる
人間との触れ合いを重視する活動

　横河電機本社別館駐車場敷地内に保育所「ポピンズ 

ナーサリー武蔵野」が開設され、企業が保育をサポートする 

際のモデルケースとして注目されています。2006年 8月
25日に開かれたお披露目会では、ご来賓の方からも「市民が
育児と仕事を両立するには、行政のサポートだけではなく、 
今回のような企業側からの協力も重要になるでしょう」と 

コメントをいただきました。

成蹊大学で「水の制御技術開発」講演

　2006年11月15日、ソリューション事業部の森意佐央が、
母校成蹊大学大学院で「安全でおいしい水を目指した制御
技術の開発」をテーマに特別講義を行いました。これは、
工学分野における先端技術や産業動向について、実社会 

の技術を肌で感じてもらうことを目的とし、自らの企画 

開発業務などの経験を交えながら進めました。

中学校で「ものづくり」と「ひとづくり」の講演

　2006年9月7日、武蔵野市の中学校のPTA、学校職員
を対象にアドバンスト・ステージ事業部の大出剛が講演を
行いました。自動車の生産工場を例にYOKOGAWAの 

生産管理方式の考え方を分かりやすく解説するほか、これ
からの日本で技術者が担う重要な役割や、今後技術者に
求められるマネジメント能力について、未来の技術者像に
ついて情熱を込めて語りました。

神奈川県と合同で「制御技術セミナー」開催

　神奈川県産業技術センターとの合同により、2006年 

9月から10月にかけて「制御技術セミナー」を開催しました。
　講師をつとめたのは、技術開発本部計測制御研究所
コンサルタントの富田芳生。「PID（Proportional Integral 

Derivative）制御を自転車のように使いこなそう」をテーマ
に実習を交えて行いました。

周辺地域の清掃活動に参加

　武蔵野市の恒例行事となった「ごみゼロデー」の清掃 

ボランティアに参加しました。YOKOGAWA社員をはじめ
とするOBやその家族が参加し、三鷹駅北口から会社周辺
の清掃を行いました。
　また、路上禁煙、喫煙マナー向上を目的として開催され 

ている「オール東京秋季喫煙マナーアップキャンペーン」 
にも参加しました。

武蔵野消防署と震災時支援活動の協定を締結

　横河電機は武蔵野消防署との間に震災時の支援活動に
関する協定を締結し、2006年4月21日に調印式を行いま
した。震災時の支援活動とは、横河電機が可能な範囲で
消防署の消火活動、傷病者の救援などに協力するという
ものです。
　YOKOGAWAは今後も震災時の支援体制づくりに協力、
地域社会に貢献していきます。

本社グラウンドで武蔵野市総合防災訓練を実施

　2006年8月27日、武蔵野市民を対象とする「武蔵野市
総合防災訓練」が武蔵野市主催で実施され、横河電機は
グラウンド、本社前の広場を訓練会場として提供しました。
今回は“東京を大地震が襲い、ビルが倒壊、多数のけが人
が出ている”という想定で行われました。横河電機からも 

自衛消防隊員が訓練に参加、倒壊建築物からのけが人 

救出や、初期消火の実演を行いました。

「2006横河まつり」本社グラウンドで開催

　2006年7月28日、“Go for the Next Stage”をテーマに 

本社グラウンドで「2006横河まつり」が開催されました。 
世界各国の料理が味わえる模擬店には、親子連れが長い
列を作るなど、盛り上がりを見せました。各事業所でも打ち
上げ花火やカラオケトーナメントを行うなど、それぞれの
特色を出したまつりを開催、ご来場いただいた地域周辺
の方々も楽しまれていました。



34 YOKOGAWA グループ34 35CSR レポート 2007 35

社
会
と
の
か
か
わ
り

地
域
交
流

社
会
と
の
か
か
わ
り

地
域
交
流

アメリカで「マーチ・オブ・ダイムス」への参加

地 域 交 流

地域社会の中での企業のあり方を
真摯に追求し、連携していく

　Yokogawa Corporation of Americaでは、全米でのチャ
リティーイベントである「マーチ・オブ・ダイムス」の「ウォー
ク・アメリカ」などに、アトランタの社員が参加しました。 
このイベントは、新生児障害の防止などを支援するもので、
2006年度は社員の家庭の自慢料理を集めて、レシピ本を
作成。これを販売し、家族や友人から寄付を募りました。

「キックベースボール大会」で障害者同士の交流

　武蔵野市近辺の特例子会社（障害者の就労機会拡大を
目的として、障害者雇用推進法に従って設立される子会社） 
に呼びかけ、2006年10月21日「各社対抗キックベース 

ボール大会」を横河電機本社グラウンドで開催しました。参加 

したのは横河ファウンドリー（株）を含む計５チーム、総勢 

60名。試合後には参加者同士で交流する姿が見られました。

「バスケットさわやか広場」への参加

　2006年10月22日、武蔵野市の特別養護老人ホーム 

「武蔵野館」で行われたボランティア活動「バスケット 

さわやか広場」にYOKOGAWAの同好会バスケットボール部 

が参加しました。当日は地元武蔵野市のチーム「武蔵野 

ミニバスケットボールクラブ」の小学生25名も参加。 
入居者が参加するミニフリースロー大会も行われました。

韓国で老人センターへの奉仕活動

　韓国の拠点Yokogawa Electronics Manufacturing 

Korea Co.,Ltd. は“社会と人類への貢献”というビジョン 

を掲げ、毎年、社員が自主的に参加する奉仕行事を実施 

しています。2006年11月18日には39人の社員が老人 

センターを訪問しておかず作りと清掃活動を行い、皆さん
に喜んでいただきました。

中国YOKOGAWAの社会貢献活動

　中国の社会貢献活動のひとつとして、就学困難である
地域(青海省・陝西省・重慶市・江蘇省)の児童への学費 

支援活動を2006年度も継続して行いました。また、青海省 

共和県にある小学校を訪問し、現地の子供たちとの 

交流を行いました。文房具などの支援に加え、鉄棒や 

卓球セットなどの遊具を贈呈しました。

金沢事業所での地域交流

　横河電機金沢事業所では2007年2月23日に石川県立
羽咋工業高等学校電気科の生徒約40名へ工場見学会を
行いました。専門教育の一環として、学校からの依頼に 

対し実現したもので、技術開発の現状説明や脳磁計などの 

展示物を紹介しました。生徒の皆さんは、珍しい機器や 

建物のセキュリティーなどに関心を持たれていました。

中国での植林への取り組み

　蘇州横河電表有限公司では、2006年も蘇州市が
定める「植樹デー」に参加し、社員や家族約60名が、 
クスやツゲなど300本を植樹しました。参加者は植樹を 

行ったあと、周辺のゴミ清掃に参加。また、重慶横河川儀 

有限公司では、社員の参加者約20名が重慶市の農村モデル 

地区に約100本の竹を植樹しました。

小峰工場での独自清掃活動

　横河マニュファクチャリング小峰工場では2006年10月
23日～26日の4日間、工場周辺の清掃を実施しました。
今回は新たに、秋川街道の歩道が清掃範囲に追加され 

ました。清掃の結果、4日間で、45リットルの袋に6袋のゴミ 

を回収。前回の活動より回収量が減り、日頃の環境活動
の関心の高さがゴミの減少につながっています。
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環境報告活動

　1999年に環境活動のレポートを発行して以来、毎年 

環境活動に関するレポートをまとめ、お客様や社員など、
さまざまなステークホルダーの方々へ報告しています。
2006年版は、近隣の町内会や小学校のほか、全国約500

カ所の図書館へも配布し、より多くの方々に読んでいただ
けるように努めました。
　2007年版は名称をCSRレポートに改め、グループ全体
で取り組んでいる「環境」や「社会」など、それぞれの側面
についての活動を掲載しています。さらに、企業の社会的
責任を重視し、お客様とのかかわり、社員とのかかわり、
社会とのかかわりについて幅広く掲載しました。
　ホームページにおいても横河電機、横河マニュファクチャ
リングでは、YOKOGAWAの環境への取り組みを紹介 

しています。

2006年版社会・環境報告書に対する反応

　2006年版社会・環境報告書について、社外の方および
社員から多くの貴重なご意見をいただきました。まとめた
結果を報告します。（5点満点での平均点）

2007年版のCSRレポート作成に際し、いただきました 

ご意見を出来る限り反映しました。今後もさらに改善を 

重ねていきます。

環境活動のWebアドレス（日本語）
http://www.yokogawa.co.jp/eco/eco-toppage-jp.htm

環境活動のWebアドレス（英語）
http://www.yokogawa.com/eco/eco-toppage-en.htm

横河マニュファクチャリング環境活動のWebアドレス（日本語）
http://www.yokogawa.com/jp-ymg/corp/eco/eco-info.htm

その他コミュニケーション活動

　2006年度も「セミコン・ジャパン2006」、「計測展2006 

OSAKA」など、多くの展示会に環境調和型製品や環境 

ソリューション関連製品を出展、お客様にアピールしました。
また、武蔵野市環境市民会議や（社）日本電気計測器工業
会（JEMIMA）の環境グリーン委員会、（社）電子情報技術
産業協会（JEITA）
の環境・安全総合
委員会など、人材
交流を積極的に
展開しました。

さまざまな方法で取り組むコミュニケーション活動
YOKOGAWAでは環境報告書を中心として多様なコミュニケーション活動を展開しています。
集めた情報を自分たちの活動へフィードバックしています。

計測展2006 OSAKA

2004年 2005年 2006年

○内容の分かりやすさ 3.8 3.9 4.1

○知りたいことの掲載状況 3.9 3.8 3.9

○環境保全への取り組み状況 4.3 4.3 4.3

○全体の感想 4.0 4.0 4.1

■ いただいたご意見（同様意見の多いもの）

○タイトル、色分けの見出しが分かりやすい。

○環境の取り組みが良く分かった。

○図や写真などによる説明が欲しい。
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1971年  公害防止組織設置
1974年 7月 都条例に適合する廃液除害施設の設置
1987年 5月 環境アセスメントへの取り組み開始
1989年 10月 フロン委員会発足
1991年 4月 地球環境保全推進室の新設
 8月 「地球を守ろう」キャンペーン始まる
1993年 2月 地球環境委員会発足、環境担当役員決定
 7月 環境ボランタリープラン制定
1994年 8月 環境ボランタリープラン 1993年度活動成果報告
 12月 洗浄用特定フロン・トリクロロエタン全廃完了
1995年 6月 環境ボランタリープランをISO14001のプランに吸収
1996年 3月 環境マネジメント基本規程（環境社規）制定
 5月 横河電機本社・工場、甲府事業所（現横河マニュファクチャリング甲府 
  工場）、小峰工場（現横河マニュファクチャリング小峰工場）の地球環境 
  委員会発足
  横河電機本社・工場に防災型太陽光発電装置設置／武蔵野市と防災 
  協定を締結
1997年 7月 甲府事業所（現横河マニュファクチャリング甲府工場）ISO14001認証
  取得
1998年 2月 横河電機本社・工場、小峰工場（現横河マニュファクチャリング小峰工場）
  ISO14001認証取得
 5月 横河電機本社・工場新本館にコジェネレーション発電システム
  （585kW2基）導入
 6月 YOKOGAWA環境カタログ発刊
1999年 9月 「環境報告書1999」発刊、環境会計を導入・開示
 11月 環境ラベル（タイプII）導入
2000年 8月 不特定顧客への納品に対応した国内初の「通いコンテナ」を採用
 9月 「環境報告書2000」発刊、第三者検証を導入
 11月 日中3E（エネルギー、環境、経済）研究院プロジェクトの環境会計
  モデルに蘇州横河電表有限公司が参画
2001年 3月 YOKOGAWAグループ環境マネジメント基本規程を制定
 7月 「環境報告書2001」発刊
 9月 ISO14001 3サイト統合認証
 11月 甲府事業所（現横河マニュファクチャリング甲府工場）で埋立廃棄物
  ゼロ達成
2002年 2月 横河マニュファクチャリングあきる野事業所（現横河マニュファクチャリ
  ング小峰工場）で埋立廃棄物ゼロ達成
  甲府事業所（現横河マニュファクチャリング甲府工場）にライトスルー型
  太陽光発電装置設置
 7月 「環境報告書2002」発刊
 8月 ISO14001 4サイト統合認証
2003年 2月 送水ポンプ省エネ制御システム「エコノパイロット」が省エネ大賞「資源 
  エネルギー庁長官賞」受賞
  甲府事業所（現横河マニュファクチャリング甲府工場）経済産業省主催 
  のエネルギー管理優良工場表彰において、「関東経済産業局長賞」を 
  受賞
 3月 横河電機本社・工場、横河マニュファクチャリング小峰工場、国際 
  チャートでゼロエミッション達成
 7月 「環境報告書2003」発刊
 10月 中国・蘇州に環境に配慮した生産拠点として新会社・横河電機（蘇州） 
  有限公司の工場が竣工
2004年 3月 横河マニュファクチャリング小峰工場、甲府工場に環境に配慮した新 
  工場が竣工
 6月 「環境経営報告書2004」発刊
 8月 ISO14001統合4サイトから横河電機本社・工場分離
2005年 3月 横河マニュファクチャリング甲府工場内に省エネルギー見学コース 
  開設
 4月 国民運動「チーム・マイナス6％」に参加
 6月 「環境経営報告書2005」発刊
2006年 3月 横河マニュファクチャリング甲府工場、駒ヶ根工場でゼロエミッション 
  達成
 9月 「社会・環境報告書2006」発刊
 10月 「グリーン電力証書システム」導入
  金沢事業所が、建築デザイン分野の「ニューオフィス推進賞／  
  環境賞」、「グッドデザイン賞」を受賞

環 境 経 営 の あ ゆ み

　今年度は、昨年までの社会・環境報告書を 

改め、CSRレポートとして、より企業の社会的責任

について内容を充実させました。大きくは環境と

社会のカテゴリーに分類し、ステークホルダーごと 

の見やすさも意識した内容にしています。

　今回の特集では、ESCO事業について取り上げ 

ました。より具体的にESCO事業についてお伝え

できるよう、企画された沖縄県庁の方々をはじめ

実際に設備をご利用いただく沖縄県立北部病院

の関係者の皆様からお話を伺いました。皆様の 

ご協力によりESCO事業に向けた、お客様の期待感 

を含めた記事を掲載することができました。

　今後も、YOKOGAWAの取り組みをさらに 

幅広く報告していくとともに、さまざまなステーク

ホルダーの皆様からいただいた意見を参考に、

分かりやすく読みやすいレポートとするべく改善

をしていきたいと思います。

　本レポートをお読みいただいた皆様からの 

率直なご意見・ご感想をお待ちしています。

編集後記
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この印刷物は、有害廃液を排出しない「水なし印刷」方式を採用しています。またインキには、VOC
（揮発性有機化合物）成分フリーのインキを使用し、適切に管理された森林からの原料を含むFSC認
証紙を使用しています。
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　本レポートは、2006年度のYOKOGAWAグループの
地球環境問題への取り組みやステークホルダーとのかかわりを報告したものです。
　YOKOGAWAグループは、本レポートに開示された情報をベースに、
多くのステークホルダーの皆様との
コミュニケーションを深めていくことが重要と考えています。
　今年は、名称を改め「CSRレポート」として発行いたしましたが、
内容はいかがでしたでしょうか。
　出来るだけ分かりやすく、そして具体的な活動事例をあげて、
ご理解を深めていただけるよう努めたつもりですが、
まだまだ不十分な点もあるかと存じます。
　今後のYOKOGAWAグループの
CSRレポートをより充実させていくために、
皆様のご意見・ご感想をお寄せいただければ幸いです。
　お手数ですが、裏面のアンケートにご記入のうえ、
FAX、郵送などで送付していただきますようお願い申し上げます。

ご意見・ご感想をお寄せください

横河電機株式会社　CSR推進室
〒180-8750　東京都武蔵野市中町2-9-32

ＦＡＸ 0422－52－4197



＊お寄せいただきましたご意見、ご感想等は、次年度のレポートに掲載させていただく場合がございます。
　個人情報に関しましては、当社において適正な管理を行い、レポートの送付、質問へのご回答以外には利用せず、第三者への提供は行いません。
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このレポートをどのような立場でお読みになりましたか？

□お客様　□株主　□行政機関　□投資・金融機関　□環境ＮＧＯ・ＮＰＯ　

□YOKOGAWAグループ事業所の近隣にお住まいの方　□学校・教育機関　□学生　

□企業・団体のCSR・環境担当者　□YOKOGAWAグループの社員　

□その他（ ）

記載された内容はいかがでしたか？

５.分かりやすい　　４.やや分かりやすい　　３.普通　　２.やや分かりにくい　　１.分かりにくい

ＹＯＫＯＧＡＷＡグループの環境保全活動の取り組みについてどのように感じられましたか？

５.良い　　４.やや良い　　３.普通　　２.あまり良くない　　１.良くない

知りたいと思われたことが十分に記載されていましたか？

５.十分である　　４.やや十分　　３.普通　　２.やや不十分　　１.不十分

レポートの中で特に印象に残ったところ、興味を持たれたところはどの頁ですか？（複数選択可）

□はじめに／企業データ　□企業概要　□コーポレートガバナンス　□コンプライアンス　□社長インタビュー　

□特集1　□特集2　□環境マネジメント活動　□環境負荷の全体像　□環境会計　□目標と実績

□環境調和型製品の開発　□環境ソリューション　□グリーン調達・グリーン購入　□グリーン生産ライン

□地球温暖化防止　□大気・水質・土壌の保全　□化学物質管理と削減　□ゼロエミッション　□品質保証体制　

□安全衛生管理　□働きやすい職場づくり　□人材育成・活用　□地域交流　□コミュニケーション活動

□環境経営のあゆみ／編集後記　□その他（ ）

全体として、このレポートをお読みになってどのようにお感じになりましたか？

５.良い　　４.やや良い　　３.普通　　２.あまり良くない　　１.良くない

その他、ご意見、ご感想がありましたらお願いいたします。

「YOKOGAWAグループCSRレポート2007」へのご意見・ご感想

ご協力ありがとうございました。差し支えなければ、下記にもご記入ください。

お名前

ご住所 〒

電話番号　　　　　　　（　　　　　　）　　　　　　　　　　E-mailアドレス

：横河電機株式会社 CSR推進室 〒180-8750 東京都武蔵野市中町2-9-32
：0422-52-4197

郵送
Fax

ア ン ケ ー ト




